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第 1章 序論 

3 

1.1 研究の背景 

日本は世界有数の地震国であり、地震によって建築物が被害を受ける度に建築構造に係

わる法規制は見直されてきた。また、多くの研究者や技術者により様々な制振装置、免震

装置等が開発され、それらを用いることで、建築物をより高性能なものとしてきた。これ

らの不断の努力により、地震を直接的な起因とする建築物への被害は縮小されてきた。 

建築構造に関わる法規制は、1981 年を境に大きく変化した。1995 年に発生した兵庫県南

部地震では多くの建築物が倒壊し、それに伴う人的被害が拡大した。倒壊した建築物の多

くは 1981年の建築基準法、同施行令改正以前に設計、施工されたものであり、これらの建

築物の耐震性を調査し、地震動によって倒壊する可能性があれば補強を行うことが必要と

された。そのため、同年に「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が施行されるなどの

対策が進められ、多くの人が利用する一定規模以上の建築物や一定量以上の危険物を取り

扱う貯槽場、処理場を中心とした建築物に対して耐震診断が義務付けられた 1)。一方、工

場建屋や事務所ビル等の建築物は耐震診断の義務付け対象外とされた。耐震診断では、耐

震診断基準等 1)の構造耐震指標（Is 値）、保有水平耐力に係わる指標（q 値）に基づく静的

評価法において建築物の耐震性を確認するのが一般的であり、建築物の耐震性能が十分で

ない場合には耐震改修が行われる。東北地方太平洋沖地震が発生した 2011年以降からは、

BCP（事業継続計画）が注目され、大地震発生時の損害を最小限に抑え、地震発生後も事

業が継続できることが重要視されるようになったため、近年では既存建築物の耐震補強に

制振装置や免震装置が用いられることが多くなった。また、耐震診断の義務付け対象外と

された工場建屋や事務所ビル等の建築物に対しても、耐震診断、耐震補強が実施されるよ

うになった 2、3)。 

1981 年の法改正以前に設計された鉄骨造建物の中で工場建屋や倉庫を用途とする建物の

多くは、法改正後に設計された鉄骨造建物と比べると剛性が低いため、地震や風などの外

乱発生時の応答変位が大きくなることが想定される。そのため、耐震改修において、既存

の建物に減衰を付加する制振装置だけでなく、剛性を付加するブレースのような剛性補強

材を同時に設置することで、建物の応答変位を抑制する場合が多い。しかし、その場合に

はそれぞれの補強部材を建物の別々のフレームに設置する必要があり、補強箇所が増える

ことによる耐震補強の施工期間や工事費の増大、開口部が減少することによる工場の利便

性の低下といった施工や生産活動に関わる問題が発生する。また、工場建屋内には既に大

型の機械が配置されていることが多く、また通常の生産活動のためにフォークリフト等の

車両が通過できる開口を確保する必要があるため、容易に補強が可能となる箇所は限られ

ている。さらに、剛性補強材と制振装置を別々に設置する場合、偏心率の調整等を含めた

補強設計検討が煩雑になる 4)ことや、柱間スパンが広く、階高が高い工場建屋に対して剛

性補強材を用いる場合には、剛性補強部材の細長比が大きくなることでエネルギー吸収能

力が乏しくなることといった構造設計に関わる問題もある 5、6)。  
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1.2 既往の研究 

1.2.1 粘弾性体ダンパー、複合ダンパーに関する研究 

建物に剛性と減衰を付加する方法としては粘弾性体を用いた制振装置が挙げられる 7)。

しかし、粘弾性体は温度変化によって剛性と減衰が変動する特性があり、法改正以前に設

計された古い工場建屋では空調管理や断熱材によって温度管理が十分に行われていない場

合が多いため、通常の粘弾性体の適用範囲である 10℃から 30℃8)で使用することは難しい。

また、工場建屋の層剛性に対して粘弾性体を用いた制振装置が付加する剛性が大きくなる

場合、粘弾性体の温度による性能変動を考慮した解析ケース毎の応答値の変動が大きくな

り、設計検討が煩雑となる可能性がある。さらに、粘弾性体を用いた制振装置を用いる場

合、想定よりも大きい規模の地震が発生した時に装置から発生する荷重が大きくなり、取

り付け部材や躯体に過大な応力が発生する要因になると考えられる。しかし、笠井ら 9~11)

によって粘弾性体と弾塑性体を直列結合した制振装置が考案されており、本装置は粘弾性

体から発生する荷重が大きくなること、弾塑性体の中小地震や風を起因とする小振幅の振

動における制振性能が期待しづらいといった粘弾性体と弾塑性体の欠点を補い合うもので

ある。また、欄木、成原ら 12)によって、粘弾性体と弾塑性体を直列結合したユニットと座

屈拘束ブレースを並列結合した複合ダンパーが考案されている。海外においても、Roh、

Hur13)らによって鋼材と弾塑性体と LRB（鉛プラグ入り天然積層ゴム）を直列接合したも

のが考案されており、Nasab、Kim14)らによって鋼材スリットダンパーと粘弾性体を並列結

合したものが考案されている。しかし、依然として粘弾性体の温度変化による性能変動の

影響が残るため、法改正以前に設計された古い工場建屋のような温度管理が十分に行われ

ていなく剛性の低い建物の耐震補強に、温度変化による性能変動が大きい粘弾性体を用い

た制振装置で補強を行うのは難しいといえる。 

よって、法改正以前に設計された古い工場建屋のような建物の耐震補強では、一つの装置

で剛性、減衰を付加できる、温度変化による性能変動が小さい制振装置の適用が望まれる。

温度変化による性能変動が小さい制振装置として代表的なものはオイルダンパーが挙げら

れ 15)、オイルダンパーにコイルばねや鋼材を組み合わせることで剛性を付加する方法が考

えられる。しかし、建物の補強に十分な剛性を有するコイルばねを用いる場合、装置が大

型化するといった懸念がある 16)。また、鋼材を組み合わせる場合では、鋼材破断後に剛性

付加機能が失われるため、繰り返し振動に対して剛性を維持することができないといった

問題がある。  
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1.2.2 構造耐震指標（Is値）に関する研究 

1.1 節で述べたように 1981 年以前の建築基準法、同施行令改正以前に設計、施工された

建築物は、耐震診断基準等の構造耐震指標（Is 値）、保有水平耐力に係わる指標（q 値）に

基づく静的評価法によって建築物の耐震性を評価するのが一般的である。また、近年では

エネルギー吸収能力を備えた補強部材を用いて建物の補強が行われることが多くなってい

る。よって、補強部材のエネルギー吸収能力を考慮して建物の耐震性を評価する場合、時

刻歴応答解析を行う必要がある。しかし、時刻歴応答解析は設計者のスキルや振動解析ソ

フトウェアなどの設備が必要であり、静的評価法と比べると検討時間を多く必要とする。

よって、エネルギー吸収能力を備えた補強部材を用いた耐震補強をより一層普及させるた

めには、補強部材のエネルギー吸収能力を考慮して建物の耐震性を簡易的に算出する必要

がある。そのため、補強部材のエネルギー吸収能力を静的評価法に換算する様々な方法が

提案されている。倉本、飯場ら 17)によって、限界耐力計算に基づいた評価法が提案されて

いる。本手法は、限界耐力計算における応答スペクトルに対する減衰補正係数を応答低減

効果として評価し、その係数の逆数を Is 値に乗ずることで補強部材のエネルギー吸収能力

を考慮して換算 Is 値を算出する方法である。しかし、上記の倉本らの手法では、補強部材

によって付加される荷重とエネルギー吸収能力による応答低減効果を考慮して換算 Is 値を

算出しており、補強部材の補強効果が二重に評価されている。福島 18)は、その補強効果が

二重に評価されている点を修正して評価方法を提案している。また、限界耐力計算におけ

る減衰補正係数は定常応答を想定したものであるため、福島は地震のような不規則な外力

による過渡応答の影響を勘案して減衰補正係数を算出する方法を導入している。なお、減

衰補正係数の過渡応答の影響に関しては笠井ら 19、20)によって実地震 31 波の統計から得ら

れた算出式が提案されており、実地震 31波を用いた統計と良い対応が得られていることが

報告されている。また、松本、北嶋ら 21)、藤井、北村ら 22)によってエネルギーの釣り合い

に基づいて換算 Is 値を算出する方法が提案されている。さらに、このエネルギーの釣り合

いに基づいて換算 Is 値をする方法において、多質点系モデルの特定層への損傷集中を考慮

して換算 Is値を評価する方法が小林、位田ら 23)によって提案されている。一方、佐藤、笠

井ら 24)は時刻歴応答解析の結果を用いて耐震性能向上倍率を算出し、これを Is値に乗ずる

ことで換算 Is 値を算出する方法を提案している。本手法は補強後の建物の上下階の連成効

果による応答のばらつきを考慮することができる上に、様々な補強部材を用いた制振シス

テムに対しても対応が可能であるため、工学的な汎用性が高いといえる。  
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1.3 研究の目的 

法改正以前に設計された古い工場建屋のような建物の耐震補強では、一つの装置で剛性、

減衰を付加できる、温度変化による性能変動が小さい制振装置の適用が望まれることから、

剛性付加機能を有するオイルダンパーを開発した 25)。本ダンパーは、温度変化によるせん

断剛性の性能変動が限りなく小さい低損失粘弾性材料 26)と鋼板を組み合わせたせん断抵抗

ばねと摩擦機構を直列に結合したものをオイルダンパーに並列に配置した複合ダンパーで

ある。また、本ダンパーは、通常用いられているオイルダンパーの機能に加えて日常風レ

ベル程度の小振幅での振動や稀に発生する地震相当の振動ではせん断抵抗ばねの抵抗力に

より建物の変形を抑制する。また、粘弾性体ばねに直列に接合された摩擦機構が作動する

際の摩擦力を極稀に発生する地震相当の振動で摩擦機構が作動するように設定することで、

摩擦機構が粘弾性体ばねから発生する荷重を制限する役割を果たし、粘弾性体ばねによっ

て取り付け部材に過大な応力が発生するのを防ぐことができる。以後、本論文中では本ダ

ンパーをばね付オイルダンパーと呼称する。なお、低損失粘弾性材料の各特性の温度依存

性、振動数依存性に関しては付録として後述する。著者の知る限り、このように粘弾性体

を主にエネルギー吸収の目的でなく剛性付加の目的に用い、オイルダンパーと併用した複

合ダンパーの例は過去に存在しない。 

本研究では新たに開発したばね付オイルダンパーの基本特性を確認すること、解析モデ

ルを提案し、解析モデルの妥当性を確認すること、本ダンパーの有効性を示すことを目的

とし以下の手順に従い検討を進める。 

 

1) ばね付オイルダンパーの単体性能試験を行うことによって、基本特性、耐久性、各

依存性を把握する。（第 2章） 

 

2) ばね付オイルダンパーの解析モデルを提案し、第 2章で示した試験結果と提案する

解析モデルを用いて算出した解析結果との比較を行うことで解析モデルの妥当性を

確認する。（第 3章） 

 

3) 実際に存在する工場建屋を模擬した 1質点系モデルに対して各補強部材（鋼材ブレ

ース、オイルダンパー、ばね付オイルダンパー）を用いて補強を行った場合の各解

析ケースにおける時刻歴応答解析の結果を比較することでばね付オイルダンパーの

有効性を示す。（第 4章） 

 

4) 耐震診断基準等の構造耐震指標（Is値）、保有水平耐力に係わる指標（q値）に基づ

く静的評価法において、ばね付オイルダンパーの減衰による応答低減効果を簡易的

に評価する方法を示す。（第 5章）  
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1.4 論文の構成 

第 1章 序論 

1.1 節において本研究の背景を記し、1.2 節では粘弾性体ダンパー、複合ダンパー、構造

耐震指標（Is値）に関する既往の研究について示す。1.3節では本研究の目的を述べる。 

 

第 2章 剛性付加機能を有するオイルダンパーの構成および特性 

ばね付オイルダンパーの構成と単体性能試験の結果について示す。2.2 節でばね付オイル

ダンパーの構成について述べる。次いで 2.3 節では、ばね付オイルダンパーの有効性を示

す。2.4節では、粘弾性体ばねと摩擦機構を組み合わせた剛性付加要素の単体性能試験の結

果を示す。2.5節では、ばね付オイルダンパーの単体性能試験結果を示す。 

 

第 3章 剛性付加機能を有するオイルダンパーの解析モデル 

ばね付オイルダンパーの解析モデルを示し、2.5 節の試験結果と解析結果との比較を示す。

まず、3.2節でばね付オイルダンパーの解析モデルについて述べる。次いで 3.3節では、2.5

節で示した試験結果と、試験結果の変位波形と提案する解析モデルを用いて計算した解析

結果とを比較することで、解析モデルの妥当性を示す。 

 

第 4章 1質点系モデルを用いた時刻歴応答解析 

実際に存在する工場建屋を模擬した 1 質点系モデルを用いて時刻歴応答解析を行うこと

で、ばね付オイルダンパーの有効性を確認する。まず、4.2 節において解析モデルの諸元、

解析条件について示す。次いで 4.3 節では、解析結果とばね付オイルダンパーの有効性を

示す。 

 

第 5章 剛性付加機能を有するオイルダンパーを用いた建物の換算 Is値、換算 q値 

耐震診断基準等の構造耐震指標（Is 値）、保有水平耐力に係わる指標（q 値）に基づく静

的評価法において、ばね付オイルダンパーの減衰による応答低減効果を簡易的に評価する

方法を示す。まず、5.2 節において建物モデルの諸元について述べる。次いで 5.3 節では、

ばね付オイルダンパーの減衰による応答低減効果を考慮した換算 Is値、換算 q 値の算出方

法を示す。5.4 節では 5.2 節で示した建物モデルにばね付オイルダンパーを用いた場合の建

物モデルの換算 Is値、換算 q 値を算出し、時刻歴応答解析の結果と比較することで、提案

する手法で算出した換算 Is値、換算 q値の妥当性を確認する。 

 

第 6章 結論 

本論文の総括を述べる。 
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2.1 はじめに 

本章では、ばね付オイルダンパーの構成と単体性能試験の結果について示す。2.2節でば

ね付オイルダンパーの構成について述べる。次いで 2.3 節では、ばね付オイルダンパーの

有効性を示す。2.4 節では、粘弾性体ばねと摩擦機構を組み合わせた剛性付加要素の単体性

能試験の結果を示す。2.5節では、ばね付オイルダンパーの単体性能試験結果を示す。 

 

2.2 剛性付加機能を有するオイルダンパーの構成 

ばね付オイルダンパーの構成を図 2-1 に示す。ばね付オイルダンパーは図 2-1 のように

オイルダンパーを中央に配置し、その両側面に粘弾性体と鋼板によるばね（以後粘弾性体

ばねと呼称する。）と摩擦機構で構成された剛性付加要素を取り付けた複合ダンパーであ

る。以後、本剛性付加要素をばね部ユニットと呼称する。 

本ダンパーは、オイルダンパーの機能に加えて、日常風レベル程度の小振幅での振動や

稀に発生する地震相当の振動ではせん断抵抗ばねの抵抗力により建物の変形を抑制する。

極稀に発生する地震相当の振動では粘弾性体ばねに直列に接合された摩擦機構が作動する

際の摩擦力を摩擦機構が作動するように設定することで、摩擦機構が粘弾性体ばねから発

生する荷重を制限する役割を果たし、取り付け部材に過大な応力が発生するのを防ぐこと

ができる。また、摩擦機構が作動することによって粘弾性体の最大せん断ひずみ量は一定

に保たれるため、設計検討時には粘弾性体ばねの最大変位量を確認する必要がなく、想定

以上の外力が生じた際には粘弾性体の最大せん断ひずみ量が許容値を超える懸念がない。 

開発したばね付オイルダンパーの基本仕様を表 2-1 に示す。オイルダンパーの最大荷重

は 500kNであり、摩擦力は 250kNとしたため、ばね付オイルダンパーから発生する最大荷

重は 750kN である。表 2-1 で示す通り粘弾性体の層数を 2 層、4 層とした 2 種類の仕様の

ばね付オイルダンパーを開発した。粘弾性体ばねの最大変位は 2 層型で 5mm、4 層型で

10mm である。また、粘弾性体の層の厚さは 10mm であるため、最大せん断ひずみは 2 層

型で 100%、4層型で 50%である。 
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図 2-1 ばね付オイルダンパーの構成 

 

表 2-1 ばね付オイルダンパーの仕様 

ばね付 

オイルダンパー 

項目＼種類 2 層型 4 層型 

最大荷重 [kN] 750 

最大ストローク [mm] ±80 

ばね部ユニット 

剛性 [kN/mm] 25 50 

最大変位（ばね） [mm] 10 5 

摩擦力 [kN] 250 250 

オイルダンパー 

最大荷重 [kN] 500 

最大速度 [mm/s] 300 

リリーフ荷重 [kN] 400 

リリーフ速度 [mm/s] 32 

一次減衰係数 [kN･s/mm] 12.5 

二次減衰係数 [kN･s/mm] 0.37 

剛性 [kN/mm] 140 

 

  

オイルダンパー

粘弾性体ばね 摩擦機構

ばね部ユニット

鋼管



第 2章 剛性付加機能を有するオイルダンパーの構成および特性 

13 

2.3 剛性付加機能を有するオイルダンパーの有効性 

1981 年の法改正以前に設計された工場等の建築物にオイルダンパーを用いて耐震補強を

する際には、剛性を付加するためにブレース材のような剛性補強材を併用して補強するこ

とが多い。今回開発したばね付オイルダンパーは、剛性と減衰を 1 つの装置で付加するこ

とが可能であるため、従来のブレース材とオイルダンパーを併用して補強する場合に比べ

て補強箇所が少なくなる。よって、補強後も工場建屋の開口部をより多く残すことが可能

である。また、補強箇所が少なくなることにより、補強部材のコストを削減するだけでな

く、補強箇所の柱梁や基礎梁等の補強に要するコストも削減することができる。ブレース

材、オイルダンパー、ばね付オイルダンパーの各補強部材を用いた場合の耐震補強の補強

イメージを図 2-2から図 2-4に示す。 

 

 

図 2-2 ブレース材を用いた耐震補強のイメージ 

 

 

図 2-3 ブレース材とオイルダンパーを用いた耐震補強のイメージ 

 

 

図 2-4 ばね付オイルダンパーを用いた耐震補強のイメージ 

  

 

ブレース材

 

ブレース材

オイルダンパー

 

ブレース材
ばね付
オイルダンパー
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2.4 剛性付加要素の動的単体試験 

本節では、剛性付加要素として開発したばね部ユニットにおける粘弾性体ばねと摩擦機

構の基本特性、各依存性、耐久性を確認するために実施した加振試験の結果を示す。 

 

2.4.1 試験体の仕様 

ばね部ユニットの動的単体試験実施時では、試験体として表 2-1 で示した 2 種類の仕様

のばね付オイルダンパーを用いた。なお、今回の試験では粘弾性体ばねと摩擦機構それぞ

れの要素のみの性能を確認するため、オイルダンパーから荷重が発生しないようにオイル

ダンパー内の作動油を抜いた状態で試験を行った。 

 

2.4.2 試験概要 

図 2-5 に示すように、ばね付オイルダンパーの試験体を振動試験機に取り付け、強制変

位による加振試験を実施した。振動試験機の仕様は最大加振力 600kN、可動ストローク

±125mm、加振振動数 0.1Hz から 33Hz、最大速度 720mm/s であり、ばね付オイルダンパー

と試験機は試験治具を介して接続した。ばね付オイルダンパーに入力される変位はレーザ

ー変位計を用いて測定し、ばね付オイルダンパーから発生する荷重は試験機に搭載されて

いるロードセルを用いて測定した。試験実施時の写真を図 2-6、図 2-7 に示す。なお、2 層

型の試験体では粘弾性体ばねの曲げ剛性が小さいため、粘弾性体ばねが座屈しないように

座屈防止用の補強板を用いて粘弾性体ばね同士を接合している。 

 

 

図 2-5 試験体と計測機器の配置 
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図 2-6 ばね付オイルダンパー試験体：2 層型 

 

 

図 2-7 ばね付オイルダンパー試験体：4 層型 

 

摩擦機構 

粘弾性体ばね 

摩擦機構部連結材 

摩擦機構部連結材 

座屈防止補強板 

摩擦機構 

粘弾性体ばね 
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2.4.3 粘弾性体ばね基本特性確認試験 

本試験では、図 2-8 に示すような漸増域 1 サイクル、漸減域 1 サイクルを含む合計 5 サ

イクルの正弦波加振を行い、粘弾性体ばねの基本特性（剛性、材料強度、接着力）、振動

数依存性を確認する。試験条件を表 2-2、表 2-3に示す。試験条件は 2層型、4層型共に正

弦波の周期を 0.25 秒から 2 秒とし、振幅は 2 層型、4 層型各タイプの粘弾性体ばねにおけ

る最大変位の設計値以下での振幅で 4 条件、最大変位の設計値を超えた振幅で 1 条件とし

た。なお、粘弾性体ばね基本特性確認試験では、粘弾性体ばねの単体性能を確認するため、

粘弾性体ばねに直列に接続された摩擦機構の高力ボルトを十分な締め付けトルクによって

締め付けることで、摩擦機構が動かない状態で試験を実施した。試験結果の評価は 3 サイ

クル目の正弦波 1 波分のデータを抽出したものを用いて行った。なお、測定したデータに

ついては、スムージング（移動平均）は行っていない。測定データのサンプリング周波数

は、1 波形あたりのデータ数が 400 個以上となるように加振周期毎に設定した。また、全

ての測定データには 40Hz のローパスフィルター処理を行った。粘弾性体ばね基本特性確

認試験の結果を表 2-4、表 2-5に示し、加振振動数毎の最大変位と最大変位時の荷重をプロ

ットしたものを図 2-9 に示す。また、各試験条件における粘弾性体ばねの荷重－変位関係

を図 2-10、図 2-11に示す。 

表 2-4、表 2-5の試験結果、図 2-9 のプロット図から 2 層型、4 層型における正弦波加振

時における各周期の最大変位設計値の振幅を入力した時の剛性の平均値は設計値（2 層型

設計値：せん断歪 100%時で 25kN/mm、4 層型基準値：せん断歪 50%時で 50kN/mm）に対

して-12.5%（2 層型）、-14.1%（2 層型）であることを確認した。また、粘弾性体には変位

依存性があり、変位が大きくなるにつれ剛性が小さくなることが確認できる。また、表 

2-4、表 2-5の試験結果、図 2-9のプロット図、図 2-10、図 2-11の荷重－変位関係からは剛

性、減衰係数において振動数依存性があることが確認できる。しかし、試験条件の振動数

範囲における剛性の変動は概ね±10%程度であり、粘弾性ダンパーの材料として用いられる

ことが多い ISD111 等の粘弾性体 8)に比べると振動数依存性による剛性の変動は小さいこと

が確認できる。また、試験では粘弾性体に最大ひずみの設計値である 100%（2 層型）より

大きい最大ひずみ 120%（2 層型）が生じる条件での試験を実施しているが、試験後に粘弾

性体の損傷がないこと、粘弾性体が鋼板から剥がれていないことを確認した。よって、粘

弾性体の材料強度、粘弾性体と鋼板との接着力は十分であることを確認した。 
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図 2-8 入力波形 

 

表 2-2 試験条件：粘弾性体ばね基本特性確認試験、2 層型 

試験体 周期 [s] 

せん断ひずみ（変位） 

25% 

(2.5mm) 

50% 

(5mm) 

75% 

(7.5mm) 

100% 

(10mm) 

120% 

(12mm) 

2 層型 

0.25 ○ ○ ○ ○ ○ 

0.5 ○ ○ ○ ○ ○ 

1 ○ ○ ○ ○ ○ 

2 ○ ○ ○ ○ ○ 

 

表 2-3 試験条件：粘弾性体ばね基本特性確認試験、4 層型 

試験体 周期 [s] 

せん断ひずみ（変位） 

12.5% 

(1.25mm) 

25% 

(2.5mm) 

37.5% 

(3.75mm) 

50% 

(5mm) 

70% 

(7mm) 

4 層型 

0.25 ○ ○ ○ ○ ○ 

0.5 ○ ○ ○ ○ ○ 

1 ○ ○ ○ ○ ○ 

2 ○ ○ ○ ○ ○ 

 

  

時刻 [s]

変位 [mm]
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表 2-4 試験結果：粘弾性体ばね基本特性確認試験、2 層型 

試験結果 設計値 
誤差 

周期 振幅 荷重 剛性 荷重 剛性 

[s] [mm] [kN] [kN/mm] [kN] [kN/mm] [%] 

0.25 

2.53 66.36 26.23 63.25 

25 

4.9 

4.92 120.54 24.50 123 -2.0 

7.40 172.28 23.28 185 -6.9 

9.94 200.84 20.21 248.5 -19.2 

11.72 237.58 20.27 293 -18.9 

0.5 

2.52 67.38 26.74 63 7.0 

4.93 123.62 25.08 123.25 0.3 

7.40 176.72 23.88 185 -4.5 

10.00 218.24 21.82 250 -12.7 

11.89 265.66 22.34 297.25 -10.6 

1 

2.51 67.82 27.02 62.75 8.1 

4.94 123.40 24.98 123.5 -0.1 

7.43 176.56 23.76 185.75 -4.9 

10.02 228.06 22.76 250.5 -9.0 

11.96 270.98 22.66 299 -9.4 

2 

2.54 67.94 26.75 63.5 7.0 

5.00 123.92 24.78 125 -0.9 

7.49 177.40 23.68 187.25 -5.3 

10.07 229.24 22.76 251.75 -8.9 

12.07 270.70 22.43 301.75 -10.3 

 

表 2-5 試験結果：粘弾性体ばね基本特性確認試験、4 層型 

試験結果 設計値 
誤差 

周期 振幅 荷重 剛性 荷重 剛性 

[s] [mm] [kN] [kN/mm] [kN] [kN/mm] [%] 

0.25 

1.28 60.90 47.58 64 

50 

-4.8 

2.49 112.46 45.16 124.5 -9.7 

3.74 164.04 43.86 187 -12.3 

4.98 211.92 42.55 249 -14.9 

6.92 277.92 40.16 346 -19.7 

0.5 

1.29 62.52 48.47 64.5 -3.1 

2.45 114.54 46.75 122.5 -6.5 

3.75 167.12 44.57 187.5 -10.9 

5.00 215.16 43.03 250 -13.9 

7.00 288.62 41.23 350 -17.5 

1 

1.30 63.86 49.12 65 -1.8 

2.39 112.06 46.89 119.5 -6.2 

3.69 166.24 45.05 184.5 -9.9 

4.97 214.74 43.21 248.5 -13.6 

6.99 287.90 41.19 349.5 -17.6 

2 

1.39 67.44 48.52 69.5 -3.0 

2.34 109.38 46.74 117 -6.5 

3.67 164.66 44.87 183.5 -10.3 

4.96 213.24 42.99 248 -14.0 

7.00 287.12 41.02 350 -18.0 
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(a) 2 層型 (b) 4 層型 

 

図 2-9 最大変位－最大変位時荷重プロット：粘弾性体ばね基本特性確認試験 

 

    

(a) 0.25 秒 (b) 0.5 秒 

    

(c) 1 秒 (d) 2 秒 

 

図 2-10 荷重－変位関係：粘弾性体ばね基本特性確認試験、2 層型  
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(a) 0.25 秒 (b) 0.5 秒 

    

(c) 1 秒 (d) 2 秒 

 

図 2-11 荷重－変位関係：粘弾性体ばね基本特性確認試験、4 層型 
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2.4.4 粘弾性体ばね耐久性確認試験 

本試験では、粘弾性体ばね基本特性確認試験で示した図 2-8 のような漸増域 1 サイクル、

漸減域 1 サイクルを含む合計 100 サイクルの正弦波加振を行い、大地震発生時を想定した

粘弾性体ばねの耐久性（材料強度、接着力）を確認した。また、耐久性確認試験後に基本

特性確認試験と同条件の周期 1 秒の正弦波での加振試験を行うことで、耐久性確認試験前

後における性能変動を確認した。耐久性確認試験の試験条件を表 2-6、耐久性確認試験後

の基本特性確認試験の試験条件を表 2-7 に示す。なお、粘弾性体ばね耐久性確認試験時に

おいても、基本特性確認試験と同様に摩擦機構が動かない状態で試験を実施した。 

 

表 2-6 試験条件：粘弾性体ばね耐久性確認試験 

試験体 周期 [s] せん断ひずみ (変位) サイクル数 

2 層型 
1 

100% (10mm) 
100サイクル 

4 層型 50% (5mm) 

 

表 2-7 試験条件：基本特性確認試験（耐久性確認試験前後） 

試験体 周期 [s] せん断ひずみ（変位） 

2 層型 

1 

50% 

(5mm) 

100% 

(10mm) 

120% 

(12mm) 

4 層型 
25% 

(2.5mm) 

50% 

(5mm) 

70% 

(7mm) 

 

粘弾性体ばね耐久性確認試験の結果として耐久性試験中の荷重－変位関係の重ね描きを

図 2-12 に示す。また、耐久試験前後における基本特性確認試験の結果をまとめたものを表 

2-8、表 2-9に、荷重－変位関係の重ね描きを図 2-13に示す。 

図 2-12 の荷重－変位関係を見ると、耐久性確認試験において、粘弾性体ばねの履歴曲線

は安定していることが確認できる。この結果から、耐久性試験中において粘弾性体の損傷

がなく、粘弾性体と鋼板の接着力が低下していないことがわかる。また、加振中において

剛性、減衰係数の変動がほとんどないことが確認できる。表 2-8、表 2-9 の試験結果、図 

2-13 の荷重－変位関係からは、耐久性試験前後において剛性の変動がほとんどないことが

確認できる。なお、試験後に粘弾性体の損傷がないこと、粘弾性体が鋼板から剥がれてい

ないことを確認した。よって、粘弾性体の材料強度、粘弾性体と鋼板との接着力は大地震

発生時においても十分であることがわかる。  
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(a) 2 層型 (b) 4 層型 

図 2-12 荷重－変位関係：粘弾性体ばね耐久性確認試験 

 

表 2-8 試験結果：基本特性確認試験（耐久性確認試験前後）、2 層型 

 試験結果 設計値 
誤差 

周期 振幅 荷重 剛性 荷重 剛性 

[s] [mm] [kN] [kN/mm] [kN] [kN/mm] [%] 

耐久性

確認 

試験前 
1 

4.94 123.40 24.98 123.50 

25 

-0.1 

10.02 228.06 22.76 250.50 -9.0 

11.96 270.98 22.66 299.00 -9.4 

耐久性

確認 

試験後 

4.89 124.48 25.46 122.25 1.8 

9.94 224.18 22.55 248.50 -9.8 

12.03 273.72 22.75 300.75 -9.0 

 

表 2-9 試験結果：基本特性確認試験（耐久性確認試験前後）、4 層型 

 試験結果 設計値 
誤差 

周期 振幅 荷重 剛性 荷重 剛性 

[s] [mm] [kN] [kN/mm] [kN] [kN/mm] [%] 

耐久性

確認 

試験前 
1 

2.39 112.06 46.89 119.50 

50 

-6.2 

4.97 214.74 43.21 248.50 -13.6 

6.99 287.90 41.19 349.50 -17.6 

耐久性

確認 

試験後 

2.46 115.50 46.95 123.00 -6.1 

4.99 217.02 43.49 249.50 -13.0 

6.99 288.56 41.28 349.50 -17.4 
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(a) 2 層型 (b) 4 層型 

図 2-13 荷重－変位関係：基本特性確認試験（耐久性確認試験前後） 

 

2.4.5 粘弾性体ばね 1 万サイクル加振試験 

本試験では、粘弾性体ばね基本特性確認試験で示した図 2-8 のような漸増域 1 サイクル、

漸減域 1 サイクルを含む合計 1 万サイクルの正弦波加振を行い、日常風レベル程度の小振

幅での振動や中小地震による繰り返し振動に対する粘弾性体ばねの耐久性（材料強度、接

着力）を確認した。また、1 万サイクル加振試験実施後に、耐久性確認試験後に行った試

験と同条件の周期 1 秒の正弦波での加振試験を行うことで、1 万サイクル加振試験前後に

おける性能変動を確認した。試験条件を表 2-10、表 2-11に示す。なお、粘弾性体ばね 1万

サイクル加振試験時においても、基本特性確認試験と同様に摩擦機構が動かない状態で試

験を実施した。 

耐久試験前後における基本特性確認試験の結果をまとめたものを表 2-12、表 2-13に、荷

重－変位関係の重ね描きを図 2-14に示す。 

 

表 2-10 試験条件：粘弾性体ばね 1 万サイクル加振試験 

試験体 周期 [s] 入力変位 [mm] サイクル数 

2 層型 
0.5 2.5 1 万サイクル 

4 層型 

 

表 2-11 試験条件：基本特性確認試験（1 万サイクル加振試験前後） 

試験体 周期 [s] せん断ひずみ（変位） 

2 層型 

1 

50% 

(5mm) 

100% 

(10mm) 

120% 

(12mm) 

4 層型 
25% 

(2.5mm) 

50% 

(5mm) 

70% 

(7mm) 
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表 2-12、表 2-13の試験結果、図 2-14の荷重－変位関係を見ると、1万サイクル加振試験

前後において、粘弾性体ばねの履歴曲線は安定していることが確認でき、剛性の変動がほ

とんどないことが確認できる。なお、試験後に粘弾性体の損傷がないこと、粘弾性体が鋼

板から剥がれていないことを確認した。よって、粘弾性体の材料強度、粘弾性体と鋼板と

の接着力は日常風レベル程度の小振幅での振動や中小地震による繰り返し振動においても

十分であることがわかる。 

 

表 2-12 試験結果：基本特性確認試験（1 万サイクル加振試験前後）、2 層型 

 

試験結果 設計値 
誤差 

周期 振幅 荷重 剛性 荷重 剛性 

[s] [mm] [kN] [kN/mm] [kN] [kN/mm] [%] 

1 万サイクル

加振試験前 

1 

4.89 124.48 25.46 122.25 

25 

1.8 

9.94 224.18 22.55 248.50 -9.8 

12.03 273.72 22.75 300.75 -9.0 

1 万サイクル

加振試験後 

4.95 126.26 25.51 123.75 2.0 

10.11 228.94 22.64 252.75 -9.4 

11.97 273.30 22.83 299.25 -8.7 

 

表 2-13 試験結果：基本特性確認試験（1 万サイクル加振試験前後）、4 層型 

 

試験結果 設計値 
誤差 

周期 振幅 荷重 剛性 荷重 剛性 

[s] [mm] [kN] [kN/mm] [kN] [kN/mm] [%] 

1 万サイクル

加振試験前 

1 

2.46 115.50 46.95 123.00 

25 

-6.1 

4.99 217.02 43.49 249.50 -13.0 

6.99 288.56 41.28 349.50 -17.4 

1 万サイクル

加振試験後 

2.60 124.44 47.86 130.00 -4.3 

5.09 220.74 43.37 254.50 -13.3 

7.00 289.92 41.42 350.00 -17.2 

 

  

(a) 2 層型 (b) 4 層型 

図 2-14 荷重－変位関係：基本特性確認試験（1 万サイクル加振試験前後）  
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2.4.6 摩擦機構基本特性確認試験 

本試験では、粘弾性体ばね基本特性確認試験で示した図 2-8 のような漸増域 1 サイクル、

漸減域 1 サイクルを含む合計 3 サイクルの正弦波加振を行い、摩擦機構の動作確認、摩擦

力、摩擦力の各依存性（速度、振動数）を確認した。試験条件を表 2-14、に示す。 

摩擦機構基本特性確認試験の結果として各試験条件における荷重－変位関係を図 2-15 に

示す。図 2-15 を見ると、速度や振動数に関係なく、全ての条件において摩擦機構は摩擦力

の設計値である 250kNで安定して作動していることを確認した。 

 

表 2-14 試験条件：摩擦機構基本特性確認試験 

(a) 2 層型 (b) 4 層型 

周期 [s] 
振幅 [mm] 

20 40 60 

0.5 ○ - - 

1 ○ ○ ○ 

2 ○ ○ ○ 

 

周期 [s] 
振幅 [mm] 

10 30 60 

0.5 ○ ○ - 

1 ○ ○ ○ 

2 ○ ○ ○ 

 

 

  

 

(a) 2 層型 (b) 4 層型 

図 2-15 荷重－変位関係：摩擦機構基本特性確認試験 
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2.4.7 摩擦機構耐久性確認試験 

本試験では、摩擦機構基本特性確認試験と同様の漸増域 1 サイクル、漸減域 1 サイクル

を含む合計 100サイクルの正弦波加振を行い、摩擦機構の耐久性を確認した。表 2-15に試

験条件を示す。 

摩擦機構耐久性確認試験の結果として荷重－変位関係の重ね描きを図 2-16 に示す。図 

2-16 を見ると、サイクル数が増加しても摩擦機構は摩擦力の設計値である 250kN で安定し

て作動していることを確認した。よって、摩擦機構の耐久性は大地震発生時においても十

分であることがわかる。 

 

表 2-15 試験条件：摩擦機構耐久性確認試験 

周期 [s] 入力変位 [mm] サイクル数 

1 30 100サイクル 

 

  

(a) 2 層型 (b) 4 層型 

図 2-16 荷重－変位関係：摩擦機構耐久性確認試験 
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2.4.8 剛性付加要素ランダム波加振試験 

本試験では、地震波のようなランダム波入力時において粘弾性体ばね、摩擦機構が円滑

に作動することを確認した。試験で使用した変位波形を図 2-17 に示す。図 2-17 に示す変

位波形は JMA KOBE NS 1995波の加速度記録を変位波形に変換し、最大変位が 60mmとな

るように倍率調整したものである。 

ランダム波応答確認試験の結果として荷重－変位関係を図 2-18 に示す。試験の結果、ラ

ンダム波入力時においても粘弾性体ばね、摩擦機構の履歴曲線は安定しており、摩擦機構

は摩擦力の設計値である 250kNで安定して作動していることを確認した。 

 

 

図 2-17 変位－時刻関係：JMA KOBE NS 1995、最大変位 60mm 

 

  

(a) 2 層型 (b) 4 層型 

図 2-18 荷重－変位関係：ばね部ユニットランダム波加振試験 
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2.5 剛性付加機能を有するオイルダンパーの性能確認試験 

本節では、ばね付オイルダンパーの基本特性を確認するために実施した加振試験の結果

を示す。 

2.5.1 試験体の仕様 

本試験では、試験体として表 2-1 に示した 2 種類の仕様のばね付オイルダンパーのうち、

低剛性（2 層）型のばね部ユニットに最大荷重 250kN のオイルダンパーを組み合わせたも

のを用いた。また、使用する試験機の最大荷重が 500kN であったため、ばね付オイルダン

パー全体から発生する最大荷重が 375kN となるように、摩擦機構が作動する際の摩擦力を

125kN に設定した。試験体の仕様を表 2-16 に示す。また、本試験を実施する前に、オイル

ダンパー単体の特性を確認するための予備試験を実施した。試験では周期 4 秒（1 次減衰

係数領域）、1 秒（リリーフ後の 2 次減衰係数領域）の正弦波を入力した。予備試験の結果

として、最大荷重と速度のプロットを図 2-19 に示す。なお、速度は試験時の最大振幅から

式(2-1) 8)を用いて算出した。図 2-19の荷重－速度関係から、オイルダンパー部は表 2-16に

示す設計値と概ね同等の特性であることが確認できる。また、粘弾性体ばね部の特性を確

認するための予備試験として、オイルダンパー部のオイルを抜き、摩擦機構の高力ボルト

を固く締め付けた状態でばね付オイルダンパーの試験体を用いて強制変位による静的試験

を行い、粘弾性体ばね部の荷重変位関係を確認した。引張方向、圧縮方向の試験結果およ

び各方向の試験結果を平均して求めた荷重変位曲線を図 2-20 に示す。図 2-20 を見ると、

粘弾性体ばね部には変位依存性があることが確認できる。また、粘弾性体ばねは 10mm 変

形時の剛性が 25kN/mm となるように設計しているため、粘弾性体ばねの剛性は概ね設計

値通りであることが確認できる。 

 

表 2-16 ばね付オイルダンパーの仕様 

ばね付 

オイルダンパー 

最大荷重 [kN] 375 

最大ストローク [mm] ±80 

オイルダンパー 

最大荷重 [kN] 250 

最大速度 [mm/s] 150 

リリーフ荷重 [kN] 200 

リリーフ速度 [mm/s] 32 

一次減衰係数 [kNs/mm] 6.25 

二次減衰係数 [kNs/mm] 0.42 

剛性 [kN/mm] 140 

ばね部ユニット 

剛性 [kN/mm] 25 

最大変位（ばね） [mm] 5 

摩擦力 [kN] 125 
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図 2-19 オイルダンパー単体性能試験結果 

※黒の実線は設計仕様、黒の点線は設計仕様の±10％を示す 

 

�̇�𝒅,𝒎𝒂𝒙 = 𝒖𝒅,𝒎𝒂𝒙 ∙ 𝝎 = 𝟐 ∙ 𝝅 ∙ 𝒖𝒅,𝒎𝒂𝒙 ∙ 𝒇 (2-1) 

ただし、�̇�𝑑,𝑚𝑎𝑥：最大速度 [mm/s]、𝑢𝑑,𝑚𝑎𝑥：最大振幅 [mm]、 

𝜔：円振動数 [rad/s]、𝑓：振動数 [Hz]である。 

 

   

(a) 引張試験 (b) 圧縮試験 (c) 計算結果 

図 2-20 荷重－変位関係：粘弾性体ばね、静的載荷 
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2.5.2 試験概要 

図 2-21、図 2-22のようにばね付オイルダンパーを振動試験機に取り付け、強制変位によ

る加振試験を実施した。振動試験機の仕様は、最大加振力 600kN、可動ストローク±

125mm、加振振動数 0.1Hz から 33Hz、最大速度 72cm/s であり、ばね付オイルダンパーと

試験機は試験治具を介して接続した。測定器具は図 2-23、図 2-24のように配置した。ばね

付オイルダンパーに入力される変位はレーザー変位計を用いて測定し、ばね付オイルダン

パーの機構全体から発生する荷重は試験機に搭載されているロードセルを用いて測定した。

また、ひずみゲージを図 2-23、図 2-24で示すようにオイルダンパーに接続された鋼管に貼

り付け、ひずみゲージの出力値からオイルダンパー部で発生する荷重を測定した。ばね部

ユニットから発生する荷重は、ばね付オイルダンパー全体の荷重値からオイルダンパー部

の荷重値を減ずることで算出した。 

ひずみゲージの出力値からオイルダンパー部の荷重を算出するための予備試験として、

摩擦機構の高力ボルトを緩め、オイルダンパー部のみから荷重が発生する状態で周期 1 秒、

振幅 2.5mm の正弦波を入力した試験を行い、ひずみゲージの出力値をロードセルの出力値

に換算するための変換係数を求めた。なお、測定データのサンプリング周波数は 500Hz と

し、100Hz のローパスフィルター処理を行った。また、図 2-24 に示すように向かい合うひ

ずみゲージ同士でブリッジ回路を組み、曲げひずみの影響が除去できるように測定を行っ

た。図 2-25 にロードセルの荷重－ひずみ関係を示す。図 2-25 の関係において、ロードセ

ルの出力値である荷重値とひずみゲージの出力値であるひずみ値の関係が線形の関係であ

ることが確認できる。したがって、ひずみゲージからの出力は、軸方向の荷重以外の要素

である自重による曲げひずみによる影響が除去されていると考えられるため、図 2-25 の 1

次関数の傾きの値を変換係数とし、ひずみゲージの出力値に変換係数を乗じて算出した荷

重値をオイルダンパーから発生する荷重とした。なお、図 2-25 中の式の定数項はロードセ

ルおよびひずみゲージの初期値にのみ関係するものであるため無視している。 

 

 

図 2-21 試験体と計測機器の配置 
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図 2-22 試験状況 

 

 

図 2-23 計測装置の配置と寸法 

 

 

図 2-24 ひずみゲージ配置 

 

   

(a) ひずみ 1 (b) ひずみ 2 

図 2-25 荷重－ひずみ関係 
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2.5.3 正弦波加振試験 

本試験では、2.4.3 項の粘弾性体ばね基本特性確認試験で示した図 2-8 のような漸増域 1

サイクル、漸減域 1 サイクルを含む合計 5 サイクルの正弦波加振を行い、ばね付オイルダ

ンパーの基本特性を確認する。試験結果の評価は、3 サイクル目の正弦波 1 波分のデータ

を抽出したものを用いて行う。なお、測定したデータについては、スムージング（移動平

均）は行っていない。試験条件は、表 2-17 に示す通りであり、測定データのサンプリング

周波数は、1 波形あたりのデータ数が 400 個から 500 個となるように加振周期毎に 100Hz

から 2kHz とした。また、全ての測定データには 100Hz のローパスフィルター処理を行っ

た。 

 

表 2-17 試験条件：正弦波加振試験 

周期 [s] 
振幅 [mm] 

1 2.5 5 10 20 30 

0.25 ○ ○ ○ － － － 

0.5 ○ ○ ○ ○ － － 

1 ○ ○ ○ ○ ○ － 

2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

正弦波加振試験の結果として、正弦波の中央 1波の荷重－変位関係を図 2-26 から図 2-30 に

示す。以後の図表内における B.O.D.、O.D.、S.U.は、それぞればね付オイルダンパー

（B.O.D.）、オイルダンパー（O.D.）、ばね部ユニット（S.U.）を表す。また、それぞれの

図において、(a)はばね付オイルダンパー全体の荷重、(b)はオイルダンパー部の荷重、(c)は

ばね部ユニットの荷重である。なお、(c)の図中には摩擦機構が作動する摩擦力 125kN を長

鎖線で示している。また、ばね付オイルダンパー全体とオイルダンパー部の履歴曲線の重

ね描きを図 2-31 から図 2-33 に示し、ばね付オイルダンパーとオイルダンパー部のエネル

ギー吸収量とばね付オイルダンパーに対するオイルダンパー部のエネルギー吸収量の割合

をまとめたものを表 2-18に示す。 

図 2-26から図 2-30の荷重－変位関係からは、正弦波加振時においてオイルダンパー部は、

通常のオイルダンパーで見られるように 1 次減衰係数領域では楕円、2 次減衰係数領域で

は平行四辺形に近い履歴曲線を示すことがわかる。ばね部ユニットは、摩擦機構が作動す

るまでの振幅 5mm 以下において、周期 1 秒、4 秒の試験条件では、ほぼ線形の特性を示す

ものの、周期 0.25 秒の試験条件では、粘弾性体特有の楕円の履歴曲線を示すことが確認で

きる。また、摩擦機構が作動する振幅 5mm を超える条件では、設定した摩擦力である

125kN ですべての試験条件において加振周期、振幅に関係なく安定して摩擦機構が作動し
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ていることがわかる。図 2-31 から図 2-33 のばね付オイルダンパーとオイルダンパー部の

履歴曲線の重ね描きからは、ばね付オイルダンパーの履歴曲線は、振幅 5mm 以下では、

オイルダンパー部の履歴曲線を、粘弾性体ばね部の剛性分右肩上がりにしたような形状で

あり、振幅 5mm を超える条件では、オイルダンパー部の履歴曲線を、摩擦機構の摩擦力

分 y軸方向に引き伸ばしたような形状であることが確認できる。また、表 2-18 からは、ば

ね付オイルダンパー全体のエネルギー吸収量に対するオイルダンパー部のエネルギー吸収

量の割合は、摩擦機構が作動するまでの振幅 5mm以下の試験条件では、70%から 90%程度

であり、摩擦機構が作動した後の振幅 5mm を超える試験条件では 50%から 70%程度であ

ることが確認できる。よって、振幅 5mm 以下では、粘弾性体ばね部によってばね付オイ

ルダンパー全体に対して 10%から 30%程度のエネルギーが吸収されており、振幅 5mm を

超える条件では、粘弾性体ばねと摩擦機構によって全体の 30%から 50%程度のエネルギー

が吸収されていることがわかる。 

 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 2-26 荷重－変位関係：正弦波加振試験、周期 0.25 秒 

 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 2-27 荷重－変位関係：正弦波加振試験、周期 0.5 秒 
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(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 2-28 荷重－変位関係：正弦波加振試験、周期 1 秒 

 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 2-29 荷重－変位関係：正弦波加振試験、周期 2 秒 

 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 2-30 荷重－変位関係：正弦波加振試験、周期 4 秒 
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(a) 1mm (b) 2.5mm (c) 5mm 

図 2-31 荷重－変位関係重ね描き：正弦波加振試験、周期 0.25 秒 

 

   

 

(a) 2.5mm (b) 5mm (c) 10mm 

図 2-32 荷重－変位関係重ね描き：正弦波加振試験、周期 1 秒 

 

   

 

(a) 2.5mm (b) 5mm (c) 10mm 

図 2-33 荷重－変位関係重ね描き：正弦波加振試験、周期 4 秒 
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表 2-18 エネルギー吸収量：正弦波加振試験 

周期 [s] 振幅 [mm] O.D. [kN･m] B.O.D. [kN･m] O.D./B.O.D.[%] 

0.25 

1 0.249 0.283 88.0 

2.5 1.452 1.663 87.3 

5 3.918 4.892 80.1 

0.5 

1 0.153 0.172 89.1 

2.5 0.992 1.111 89.3 

5 3.114 3.711 83.9 

10 8.789 12.120 72.5 

1 

1 0.081 0.091 88.9 

2.5 0.620 0.702 88.2 

5 2.657 3.146 84.5 

10 8.026 11.332 70.8 

20 19.352 27.877 69.4 

2 

1 0.047 0.054 87.6 

2.5 0.330 0.388 85.1 

5 1.355 1.719 78.8 

10 6.475 9.655 67.1 

20 17.229 25.568 67.4 

30 27.006 39.584 68.2 

4 

1 0.028 0.032 86.5 

2.5 0.148 0.181 81.3 

5 0.697 1.040 67.0 

10 2.999 5.896 50.9 

20 12.862 20.657 62.3 

30 23.035 35.606 64.7 
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2.5.4 ランダム波加振試験 

本試験では、地震波のようなランダムな振動を入力した場合においても、ばね付オイル

ダンパーの各機構が円滑に動作するかを確認する。試験では、第 4 章での実際に存在する

工場建屋を模擬した 1 質点系モデルを用いた解析から得られた BCJ-L1、BCJ-L2 入力時の

質点における層間変位の波形を用いており、BCJ-L1 は最大振幅が 5mm、BCJ-L2 は最大振

幅が 20mm となるように波形を調整した。それぞれの試験条件で用いた変位波形を図 2-34

に示す。 

 

 

(a) BCJ-L1 

 

 

(b) BCJ-L2 

図 2-34 1 質点系モデルでの解析から得られた層間変位波形 
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ランダム波加振試験の結果として、荷重－変位関係を図 2-35、図 2-36に示す。また、ば

ね付オイルダンパーとオイルダンパー部のエネルギー吸収量とばね付オイルダンパーに対

するオイルダンパー部のエネルギー吸収量の割合をまとめたものを表 2-19に示す。 

図 2-35、図 2-36の荷重－変位関係を見ると、ばね付オイルダンパーの摩擦機構がランダ

ムな入力に対しても円滑に動作し、安定していることが確認できる。表 2-19 からは、ばね

付オイルダンパー全体のエネルギー吸収量に対するオイルダンパー部のエネルギー吸収量

の割合は、摩擦機構が作動するまでの振幅 5mm の試験条件では、85%程度であり、摩擦機

構が作動した後の振幅 20mmの試験条件では 20%程度であることが確認できる。 

 

   
(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 2-35 荷重－変位関係：ランダム波加振試験、BCJ-L1、最大振幅 5mm 

 

   
(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 2-36 荷重－変位関係：ランダム波加振試験、BCJ-L2、最大振幅 20mm 

 

表 2-19 エネルギー吸収量：ランダム波加振試験 

振幅 [mm] O.D. [kN･m] B.O.D. [kN･m] O.D./B.O.D.[%] 

5 20.588 23.732 86.8 

20 215.407 269.743 79.9 
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2.6 まとめ 

本章では、ばね付オイルダンパーの構成と単体性能試験の結果について示し、ばね付オ

イルダンパーの基本特性や各種依存性、繰り返し耐久性を確認した。 

まず 2.2 節では、ばね付オイルダンパーの構成について述べた。ばね付オイルダンパー

はオイルダンパーを中央に配置し、その両側面に粘弾性体ばねと摩擦機構を組み合わせた

ユニットを接続した剛性付加機能を有する制振装置であることを示した。 

次いで 2.3 節では、旧耐震基準によって設計された鉄骨造の工場や倉庫を用途とするよ

うな剛性が低い建物を補強する場合において、従来のブレース材とオイルダンパーを併用

して補強する場合に比べてばね付オイルダンパーを用いて補強する場合では補強箇所の削

減が期待でき、補強後も工場の開口部を多く残すことが可能であることを示した。また、

補強箇所が少なくなることにより、補強部材のコストを削減するだけでなく、補強箇所の

柱梁、基礎梁等の補強に要するコストも削減することができることも示した。 

2.4 節では、オイルダンパーのオイルを抜いた状態でばね付オイルダンパーの試験を行う

ことで、粘弾性体ばねと摩擦機構を組み合わせたユニットであるばね部ユニット単体の性

能を確認した。様々な周期の正弦波を用いた試験を行うことで、ばね部ユニットが設計値

に近い性能を示していること、振幅や速度の影響によって性能が大きく変動しないことを

確認した。また、大地震発生時を想定した繰り返し入力や日常風レベル程度の小振幅での

振動や中小地震を想定した繰り返し入力による耐久性試験を行うことで、ばね部ユニット

の耐久性が十分であることを確認した。また、ランダム波による加振を行い、地震波のよ

うなランダム波入力時においてばね部ユニットが円滑に作動することを確認した。 

最後に 2.5 節では、試験機の仕様に合わせて性能を調整したばね付オイルダンパーの性

能試験を行い、ばね付オイルダンパー全体としての性能を確認した。剛性付加という目的

で用いている粘弾性体の減衰によるエネルギー吸収量は日常風レベル程度の小振幅での振

動や中小地震相当の振動では、ばね付オイルダンパー全体の 10%から 30%のエネルギー吸

収量を占めていることを確認した。 
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3.1 はじめに 

本章では、ばね付オイルダンパーの解析モデルを示し、2.5 節の試験結果と解析結果との

比較を示す。まず、3.2 節でばね付オイルダンパーの解析モデルについて述べる。次いで

3.3 節では、2.5 節で示した試験結果と、試験結果の変位波形と提案する解析モデルを用い

て計算した解析結果とを比較することで、解析モデルの妥当性を示す。 

3.2 剛性付加機能を有するオイルダンパーの解析モデル 

本節では、ばね付オイルダンパーの解析モデルについて述べる。3.2.1 項ではオイルダン

パーを Maxwell モデル、粘弾性体ばねを線形ばね、摩擦機構を摩擦要素としてモデル化し

た簡易計算モデルの計算方法について述べる。3.2.2 項では簡易計算モデルにおいて粘弾性

体ばねを線形ばねとモデル化していたものを、Voigt モデルとしてモデル化することで、粘

弾性体ばねの粘性の影響を考慮した改良モデルの計算方法について述べる。 

3.2.1 簡易計算モデル 

ばね付オイルダンパーは図 3-1 のように Maxwell モデルと非線形ばね（ばねモデルと摩

擦モデル）で表されることが、既往の論文 25)で示されている。 

 

 

図 3-1 ばね付オイルダンパーの解析モデル：簡易計算モデル 
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ばねと図 3-2 に示すようなバイリニア型の減衰特性を有するダッシュポットを直列につ

なげた Maxwell モデルの計算方法は既往の論文 27)において、以下のように求められている。

この計算方法の特長は、数値計算に必要な入力データが少なく、解析時間の時間刻み𝛥𝑡が

十分小さい場合、時刻 𝑡 の速度について、変位差を時間刻みで割って求めることにより近

似するため、複雑な計算をしなくて良いことである。本解析手法は、時間刻み 0.01 秒以下

では十分な精度を有していることが確認されている 27)。 

 

 

図 3-2 ダッシュポットの荷重－速度関係 

 

Maxwell 要素力の算出方法について以下に述べる。まず、連結点 O における力のつり合

いを求める。以降の式において、𝑢は相対変位、𝑣は相対速度を表す。ばねによる弾性力

𝐹𝑘 𝑂.𝐷.とダッシュポットによる粘性力𝐹𝑐 𝑂.𝐷.を用いると、Maxwell 要素力𝐹𝑂.𝐷.𝑖𝑗は次式で表さ

れる。 

𝑭𝒌 𝑶.𝑫. = 𝑭𝒄 𝑶.𝑫. = 𝑭𝑶.𝑫.𝒊𝒋 (3-1) 

ばね力𝐹𝑘は Maxwell 要素間の相対変位𝑢𝑖𝑗とダッシュポット間の相対変位𝑢𝑜𝑗を用いて次

式で求まる。 

𝑭𝒌 𝑶.𝑫. = 𝑲𝑶.𝑫.(𝒖𝒊𝒋 − 𝒖𝒐𝒋) (3-2) 

リリーフ後のダッシュポットから発生する荷重は、2 次勾配である𝐶𝑂.𝐷.2と荷重の軸との

交点での荷重値𝐹𝑂.𝐷.𝑐を用いて次式で表される。 

𝑭𝒄 𝑶.𝑫. = 𝑪𝑶.𝑫.𝟐𝒗𝒐𝒋 + 𝑭𝑶.𝑫.𝒄 (3-3) 

よって転結点Ｏのつり合い条件は式(3-1)に式(3-2)、式(3-3)を代入し、次のようになる。 

𝑲𝑶.𝑫.(𝒖𝒊𝒋 − 𝒖𝒐𝒋) = 𝑪𝑶.𝑫.𝟐𝒗𝒐𝒋 + 𝑭𝑶.𝑫.𝒄 (3-4) 

時間刻み𝛥𝑡が十分小さい場合、時刻 𝑡 の速度を 𝑡 − 𝛥𝑡 から 𝑡 までの平均速度で近似すれ

ば、時刻 𝑡 の速度は次式で仮定できる。 

荷重 [kN]

速度 [mm/s]
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 𝒕𝒗𝒐𝒋 =
𝜟𝒕𝒖𝒐𝒋

𝜟𝒕
 (3-5) 

ここで 𝑡𝑣𝑜𝑗 は時刻 𝑡 のダッシュポット間の相対速度であり、𝛥𝑡𝑢𝑜𝑗 は時刻 𝑡 におけるダ

ッシュポット間の相対変位の増分を表す。式(3-5)を式(3-4)に代入すると次式が得られる。 

𝑲𝑶.𝑫.(
𝒕𝒖𝒊𝒋−𝒕𝒖𝒐𝒋) = 𝑪𝑶.𝑫.𝟐 (

𝜟𝒕𝒖𝒐𝒋

𝜟𝒕
) + 𝑭𝑶.𝑫.𝒄 (3-6) 

また、時刻 𝑡 の相対変位を時刻 𝑡 − 𝛥𝑡 と増分の和で表すと次式となる。 

 𝒕𝒖𝒐𝒋 =𝒕−𝜟𝒕 𝒖𝒐𝒋 + 𝜟𝒕𝒖𝒐𝒋 (3-7) 

式(3-7)を用いて式(3-6)を𝛥𝑡𝑢𝑜𝑗についてまとめると次式となる。 

𝜟𝒕𝒖𝒐𝒋 =
𝑲𝑶.𝑫.(

𝒕𝒖𝒊𝒋−𝒕−𝜟𝒕𝒖𝒐𝒋) − 𝑭𝑶.𝑫.𝒄

𝑪𝑶.𝑫.𝟐
𝜟𝒕 + 𝑲𝑶.𝑫.

 (3-8) 

式(3-8)を式(3-7)に代入して求まった𝛥𝑡𝑢𝑜𝑗を式(3-2)に代入することでばね力が求まり、

Maxwell要素力を求めることができる。 
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次に、ばね付オイルダンパーに変位が与えられたときにダンパーから発生する荷重を簡

易計算モデルで算出するための数値計算アルゴリズムを、図 3-3 に示すフローチャートに

沿って説明する。 

 

 

図 3-3 ばね付オイルダンパーの数値計算のフローチャート：簡易計算モデル 

 

まず、オイルダンパー部については、ダンパー間の相対変位 𝑡𝑢𝑖𝑗と前ステップのダッシ

ュポット間の相対変位 𝑡−𝛥𝑡𝑢𝑜𝑗を用いて線形範囲内（リリーフ前）におけるダッシュポット

間の変位増分𝛥𝑡𝑢𝑜𝑗を算出する。これは式(3-8)の𝐶𝑂.𝐷.2を𝐶𝑂.𝐷.1に置き換え、𝐹𝑂.𝐷.𝑐をゼロとし

た次式により求まる。 

𝜟𝒕𝒖𝒐𝒋 =
𝑲𝑶.𝑫.(

𝒕𝒖𝒊𝒋−𝒕−𝜟𝒕𝒖𝒐𝒋)

𝑪𝑶.𝑫.𝟏
𝜟𝒕 + 𝑲𝑶.𝑫.

 (3-9) 

次いで式(3-9)を式(3-5)に代入してダッシュポット間の相対速度𝑣𝑜𝑗を算出し、リリーフ判

定を行う。この速度が正側のリリーフ速度を上回る場合はダッシュポット間の相対変位増

分を式(3-8)により算出し直し、負側のリリーフ速度を下回る場合には式(3-8)において𝐹𝑂.𝐷.𝑐

を−𝐹𝑂.𝐷.𝑐に置き換えた次式を用いて算出し直す。 

 

START

線形範囲内と仮定して

ダッシュポッド間の変位増分算出

ダッシュポッド間の相対速度算出

リリーフの判定
正側リリーフ時のダッシュ

ポッドの変位増分算出

負側リリーフ時のダッシュ

ポッドの変位増分算出

本ステップにおけるダッシュポッド

ばねの相対変位算出

ばねの相対変位より減衰力算出

本ステップにおけるサッシュポッドの

相対変位を次ステップのために記憶

END

正側リリーフ

負側リリーフ

オイルダンパー ばね部ユニット
ばねの変位に応じて荷重を算出

摩擦機構作動

の判定
正側摩擦力の算出

負側摩擦力の算出
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𝜟𝒕𝒖𝒐𝒋 =
𝑲𝑶.𝑫.(

𝒕𝒖𝒊𝒋−𝒕−𝜟𝒕𝒖𝒐𝒋) + 𝑭𝑶.𝑫.𝒄

𝑪𝑶.𝑫.𝟐
𝜟𝒕

+ 𝑲𝑶.𝑫.

 (3-10) 

こうして求まった𝛥𝑡𝑢𝑜𝑗を式(3-7)に代入し、ダッシュポット間の相対変位𝑢𝑜𝑗、ならびに

ばね間の相対変位𝑢𝑜𝑖を算出する。その後、ばね間の相対変位にオイルダンパーの剛性𝐾𝑂.𝐷.

を乗ずることでオイルダンパーから発生する荷重を算出する。 

ばね部ユニットは、摩擦機構が動くまでは荷重－変位関係において線形の履歴を示し、

摩擦機構が動き始める摩擦力が𝐹𝑠に達した後は一定の荷重を保ったまま変位が増加する。

よって、ばね部ユニットで発生する荷重は以下の式の通りとする。 

𝑭𝒃𝒊𝒋 = {
𝑲𝑺.𝑼. ∙ 𝒖𝒊𝒋        (|𝑲𝑺.𝑼. ∙ 𝒖𝒊𝒎 + 𝑪𝑺.𝑼. ∙ 𝒖𝒊�̇�| ≤ 𝑭𝒔)

𝑭𝒔𝒔𝒈𝒏(�̇�𝒎𝒋)        (|𝑲𝑺.𝑼. ∙ 𝒖𝒊𝒎 + 𝑪𝑺.𝑼. ∙ 𝒖𝒊�̇�| ≧ 𝑭𝒔)
 (3-11) 
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3.2.2 改良モデル 

2.5 節のばね付オイルダンパーの試験結果において、振幅 5mm 以下では粘弾性体ばね部

によってばね付オイルダンパー全体に対して 10%から 30%程度のエネルギーが吸収されて

いることを確認した。よって、粘弾性体ばねの解析モデルを線形ばねモデルから Voigt モ

デルにすることで、ばね部ユニットの粘弾性体の粘性の影響を考慮する。図 3-4 にばね付

オイルダンパーの改良モデルを示す。 

 

 

図 3-4 ばね付オイルダンパーの解析モデル：改良モデル 

 

図 3-4のようにばね部ユニットの解析モデルは Voigtモデルと摩擦モデルを組み合わせた

モデルで表されている。よって、オイルダンパーの計算方法と同様に求めた i , j 節点間の

速度を用いてダッシュポットから発生する荷重を求め、ばねから発生する荷重と足し合わ

せる。そして、足し合わせた荷重が摩擦力を上回っていた場合、摩擦モデルにより、一定

の荷重が保持される。よって、ばね部ユニットで発生する荷重は以下の通りとなる。また、

図 3-5に数値計算のフローチャートを示す。 

𝑭𝑺.𝑼. = {
𝑲𝑺.𝑼. ∙ 𝒖𝒊𝒋 + 𝑪𝑺.𝑼. ∙ �̇�𝒐𝒋   (|𝑲𝑺.𝑼. ∙ 𝒖𝒊𝒎 + 𝑪𝑺.𝑼. ∙ 𝒖𝒊�̇�| ≤ 𝑭𝒔)

𝑭𝒔𝒔𝒈𝒏(�̇�𝒑𝒋)       (|𝑲𝑺.𝑼. ∙ 𝒖𝒊𝒎 + 𝑪𝑺.𝑼. ∙ 𝒖𝒊�̇�| ≧ 𝑭𝒔)
 (3-12) 
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図 3-5 ばね付オイルダンパーの数値計算のフローチャート：改良モデル 

  

START

線形範囲内と仮定して

ダッシュポッド間の変位増分算出

ダッシュポッド間の相対速度算出

リリーフの判定
正側リリーフ時のダッシュ

ポッドの変位増分算出

負側リリーフ時のダッシュ

ポッドの変位増分算出

本ステップにおけるダッシュポッド

ばねの相対変位算出

ばねの相対変位より減衰力算出

本ステップにおけるサッシュポッドの

相対変位を次ステップのために記憶

END

正側リリーフ

負側リリーフ

オイルダンパー ばね部ユニット
ばねの変位に応じて荷重を算出

摩擦機構作動

の判定
正側摩擦力の算出

負側摩擦力の算出

ダッシュポッド間の相対速度より

ダッシュポッド部での荷重を算出

ばねとダッシュポッドの荷重を足し合

わせる
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3.3 剛性付加機能を有するオイルダンパーの性能確認試験における比較 

2.5 節の試験結果と、2.5 節の試験結果における変位と 3.2 節で説明した簡易計算モデル、

改良モデルそれぞれを用いて算出した解析結果との比較を行う。数値計算において、オイ

ルダンパー部の各パラメータは 2.5 節の試験時のばね付オイルダンパーの仕様である表 

2-16の値を用いた。 

 

3.3.1 正弦波加振試験 

ばね部ユニット部の各パラメータは以下の方法により試験結果から算出した。摩擦要素

の摩擦力は、それぞれの試験条件において摩擦機構が作動している範囲の荷重の平均値を

用いた。算出した摩擦力を表 3-1 に示す。ばね部ユニットの粘弾性体ばね部に関わる線形

ばねモデル、Voigt モデルの剛性は、振幅 1mm、2.5mm の試験条件では試験結果の最大変

位と最大変位時の荷重から剛性を算出した。振幅 5mm の試験条件ではわずかに摩擦機構

が作動していたため、表 3-1 の摩擦力と粘弾性体ばね部の予備試験で求めた図 2-20 の荷重

変位曲線の近似式を用いて算出した。粘弾性体ばねは変位依存性によって剛性が変化する

特性があるため、振幅 5mm の結果を用いて剛性を算出している。また、5mm より大きい

振幅の試験条件では、各周期における振幅 5mm の試験条件での剛性を用いた。Voigt モデ

ルのダッシュポットの減衰係数は摩擦機構が作動していない試験条件では、式(3-13)によ

って試験結果の履歴曲線が囲んだ部分の面積から求めた等価減衰係数を用いた。 

 

𝑪𝑺.𝑼. =
𝜟𝑾

𝝅 ∙ 𝒖𝒎𝒂𝒙
𝟐 ∙ 𝝎

 (3-13) 

ただし、𝐶𝑆.𝑈.: ばね部ユニットの等価粘性減衰係数 [kNs/mm]、𝛥𝑊: 1 サイクルの消費エ

ネルギー [kN･mm]、𝑢𝑚𝑎𝑥: 最大振幅 [mm]、𝜔：円振動数 (= 2𝜋𝑓) [rad/s]である。 

 

振幅 5mm のいくつかの試験条件では、摩擦機構が作動していたため、それぞれの周期

における振幅 1mm、2.5mm の試験結果から求めた等価粘性減衰係数の値が線形的に変化す

ると仮定して算出した等価粘性減衰係数を用いた。なお、振幅 5mm より大きい振幅の条

件では、推定値として求めた振幅 5mm での等価粘性減衰係数を用いた。上記の方法で求

めた正弦波加振試験における各周期の剛性、等価粘性減衰係数を表 3-2 に示す。表 3-2 を

見ると、粘弾性体ばねの変位依存性の影響により、振幅が大きくなるにつれて剛性が低く

なることが確認できる。また、表 3-2 中の（）内の数値は、振幅 1mm、2.5mm の結果から

推定した振幅 5mmの等価粘性減衰係数の推定値である。 
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表 3-1 摩擦機構の摩擦力：正弦波加振試験 

試験条件 
摩擦力 [kN] 

振幅 [mm] 周期 [s] 

5 

0.25 113.75 

0.5 116.06 

1 117.33 

2 119.68 

4 119.53 

10 

0.5 115.32 

1 116.84 

2 117.81 

4 117.91 

20 

1 114.16 

2 114.15 

4 115.11 

30 
2 110.16 

4 110.26 

 

表 3-2 粘弾性体ばねの剛性と減衰係数：正弦波加振試験 

試験条件 
剛性 [kN/mm] 減衰係数 [kNs/mm] 

周期 [s] 振幅 [mm] 

0.25 

1 32.71 0.50 

2.5 29.89 0.48 

5 25.87 (0.43) 

0.5 

1 32.40 0.56 

2.5 30.01 0.61 

5 25.77 (0.68) 

1 

1 32.03 0.63 

2.5 29.62 0.75 

5 25.71 (0.93) 

2 

1 31.78 0.80 

2.5 29.28 0.99 

5 25.61 (1.32) 

4 

1 31.88 1.03 

2.5 29.66 1.33 

5 25.62 (1.85) 

 

図 3-6 から図 3-12 に試験結果と解析結果の重ね描きを示す。さらに、粘弾性体ばね部の

モデル化の違いによるエネルギー吸収量を比較するために、表 3-3 にばね部ユニットにお

ける試験結果とそれぞれの解析モデルを用いた解析結果から求めた正弦波 1 サイクルにお

けるエネルギー吸収量を示す。また、表 3-4 には表 3-3 における試験結果と解析結果の誤

差率を示す。 

図 3-6 から図 3-12 の荷重－変位関係において、オイルダンパー部の解析結果は試験結果

を正確に再現できていることが確認できる。 
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  d  

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 3-6 荷重－変位関係解析重ね描き：正弦波加振試験、周期 0.25 秒、振幅 1mm 

 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 3-7 荷重－変位関係解析重ね描き：正弦波加振試験、周期 1 秒、振幅 1mm 

 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 3-8 荷重－変位関係解析重ね描き：正弦波加振試験、周期 4 秒、振幅 1mm 

荷重 [kN]

変位 [mm]

-140

-70

0

70

140

-2 -1 0 1 2

荷重 [kN]

変位 [mm]

-140

-70

0

70

140

-2 -1 0 1 2

荷重 [kN]

変位 [mm]

-140

-70

0

70

140

-2 -1 0 1 2

-400-2000200400

-10 -5 0 5 10
試験結果 解析結果（簡易計算モデル） 解析結果（改良モデル、オイルダンパー）

荷重 [kN]

変位 [mm]

-140

-70

0

70

140

-2 -1 0 1 2

荷重 [kN]

変位 [mm]

-140

-70

0

70

140

-2 -1 0 1 2

荷重 [kN]

変位 [mm]

-140

-70

0

70

140

-2 -1 0 1 2

-400-2000200400

-10 -5 0 5 10
試験結果 解析結果（簡易計算モデル） 解析結果（改良モデル、オイルダンパー）

荷重 [kN]

変位 [mm]

-140

-70

0

70

140

-2 -1 0 1 2

-140

-70

0

70

140

-2 -1 0 1 2

荷重 [kN]

変位 [mm]

荷重 [kN]

変位 [mm]

-140

-70

0

70

140

-2 -1 0 1 2

-400-2000200400

-10 -5 0 5 10
試験結果 解析結果（簡易計算モデル） 解析結果（改良モデル、オイルダンパー）



第 3章 剛性付加機能を有するオイルダンパーの解析モデル 

53 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 3-9 荷重－変位関係解析重ね描き：正弦波加振試験、周期 0.25 秒、振幅 5mm 

 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 3-10 荷重－変位関係解析重ね描き：正弦波加振試験、周期 1 秒、振幅 5mm 

 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 3-11 荷重－変位関係解析重ね描き：正弦波加振試験、周期 4 秒、振幅 5mm 
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(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 3-12 荷重－変位関係解析重ね描き：正弦波加振試験、周期 4 秒、振幅 30mm 

 

表 3-3 ばね部ユニットのエネルギー吸収量：正弦波加振試験 

試験条件 エネルギー吸収量 [kN･m] 

周期 [s] 振幅 [mm] 試験結果 
解析結果 

簡易計算モデル 改良モデル 

0.25 

1 0.034 0 0.036 

2.5 0.212 0 0.210 

5 0.975 0.179 0.891 

0.5 

1 0.019 0 0.020 

2.5 0.119 0 0.120 

5 0.597 0.038 0.612 

10 3.332 2.581 3.494 

1 

1 0.010 0 0.011 

2.5 0.083 0 0.083 

5 0.488 0.085 0.480 

10 3.306 2.734 3.435 

20 8.525 7.809 8.742 

2 

1 0.007 0 0.007 

2.5 0.058 0 0.058 

5 0.364 0.061 0.379 

10 3.180 2.785 3.298 

20 8.338 7.832 8.549 

30 12.579 11.980 12.776 

4 

1 0.004 0 0.005 

2.5 0.034 0 0.034 

5 0.343 0.097 0.289 

10 2.898 2.565 2.933 

20 7.795 7.428 7.950 

30 12.572 12.244 12.836 
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表 3-4 エネルギー吸収量の誤差率：正弦波加振試験 

試験条件 解析結果と試験結果とのエネルギー吸収量の誤差率 [%] 

周期 [s] 
振幅 

[mm] 

（簡易計算モデル－試験

結果）／試験結果 

（改良モデル－試験 

結果）／試験結果 

0.25 

1 -100.00 4.89 

2.5 -100.00 -1.00 

5 -81.68 -8.64 

0.5 

1 -100.00 4.71 

2.5 -100.00 0.76 

5 -93.56 2.44 

10 -22.55 4.86 

1 

1 -100.00 6.23 

2.5 -100.00 0.76 

5 -82.59 -1.54 

10 -17.30 3.90 

20 -8.40 2.54 

2 

1 -100.00 4.17 

2.5 -100.00 0.52 

5 -83.16 4.25 

10 -12.43 3.70 

20 -6.08 2.53 

30 -4.77 1.56 

4 

1 -100.00 5.77 

2.5 -100.00 1.54 

5 -71.62 -15.84 

10 -11.49 1.22 

20 -4.70 1.99 

30 -2.61 2.10 

 

表 3-3、表 3-4に示すエネルギー吸収量の内訳、誤差率において、全ての試験条件で改良

モデルの方が簡易計算モデルよりも試験結果に近い結果を示し、概ね±10%程度の精度であ

ることがわかる。試験結果と解析結果の比較から、ばね付オイルダンパーの粘弾性体ばね

部は線形ばねでなく、Voigt モデルによってモデル化をする方が、粘弾性体ばね部の減衰特

性を考慮でき、試験結果をより正確に模擬できることを確認した。なお、周期 4 秒の振幅

5mm の試験条件のみ 10%以上の誤差となっているが、これは、図 3-13 の荷重－変位関係

図を見て確認できるように粘弾性体ばねの変位依存性の影響により小振幅でのエネルギー

吸収量が、解析結果よりも試験結果の方が大きいこと。また、解析では変位依存性を考慮

していないことが原因であると考えられる。 
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図 3-13 図 3-11 (c) ばね部ユニットの荷重－変位関係図の再掲（拡大） 

3.3.2 ランダム波加振試験 

ランダム波加振試験は正弦波加振試験から期間を空けて実施したため、再組み立てを行

っており摩擦機構の設定が異なっている。よって再組み立て後に周期 0.4 秒（第 4 章にお

いて、ばね付オイルダンパーを用いて補強を行った場合の解析モデルである BODV と概ね

等しい周期）、振幅 5mm、20mm の正弦波を用いた加振試験を行い、この試験結果から摩

擦機構の摩擦力、粘弾性体ばねの剛性を算出した。なお、Voigt モデルの減衰係数は以下の

方法で算出した。正弦波加振試験における各周期の振幅 1mm、2.5mm の試験結果と 5mm

の推定値の平均値から振動数毎の近似式を算出し、周期 0.4 秒における粘弾性体ばねの減

衰係数を算出した。振動数と減衰係数の関係を図 3-14 に示す。上記の方法によって求めた

ランダム波加振試験における摩擦機構の摩擦力は振幅 5mm では 122.07kN、振幅 20mm で

は 121.74kN である。線形ばね、Voigt モデルの剛性は 25.51kN/mm であり、Voigt モデルの

粘性減衰係数は 0.56kNs/mm である。図 3-15、図 3-16 に試験結果と解析結果の重ね描きを

示す。また、表 3-5 にばね部ユニットにおける試験結果とそれぞれの解析モデルを用いた

解析結果から求めたランダム波入力時のエネルギー吸収量を示す。また、表 3-6には表 3-5

における試験結果と解析結果の誤差率を示す。 

図 3-15、図 3-16の荷重－変位関係において、オイルダンパー部の解析結果は試験結果を

正確に再現できていることが確認できる。また表 3-5、表 3-6に示すエネルギー吸収量の内

訳、誤差率において、両方の試験条件において改良モデルの方が簡易計算モデルよりも試

験結果に近い結果を示していることがわかる。また、BCJ-L1 波、振幅 5mm の試験条件で

は 10%以上の誤差となっているが、これは、図 3-17、図 3-18で確認できるように荷重の絶

対量が小さくノイズの影響を受けやすいことや、試験結果のノイズによる変位波形の乱れ

が、数値計算におけるダッシュポットの近似速度算出に影響を及ぼしており、試験結果と

解析結果のエネルギー吸収量に誤差があること、また、BCJ-L1 では少振幅域の継続時間が

長く、全体のエネルギー吸収量に対して少振幅域での誤差の合計が占める割合が大きくな

ることが原因であると考えられる。 

-140

-70

0

70

140

-6 -3 0 3 6

荷重 [kN]

変位 [mm]



第 3章 剛性付加機能を有するオイルダンパーの解析モデル 

57 

 

図 3-14 減衰係数－振動数関係 

 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 3-15 荷重－変位関係解析重ね描き：ランダム波加振試験、BCJ-L1、最大振幅 5mm 

 

   

 

(a) B.O.D. (b) O.D. (c) S.U. 

図 3-16 荷重－変位関係解析重ね描き：ランダム波加振試験、BCJ-L2、最大振幅 20mm 
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表 3-5 ばね部ユニットのエネルギー吸収量：ランダム波加振試験 

試験条件 エネルギー吸収量 [kN･m] 

波形 振幅 [mm] 試験結果 
解析結果 

簡易計算モデル 改良モデル 

BCJ-L1 5 3.144 0.003 3.587 

BCJ-L2 20 54.335 26.813 54.028 

 

表 3-6 エネルギー吸収量の誤差率：ランダム波加振試験 

試験条件 解析結果と試験結果とのエネルギー吸収量の誤差率 [%] 

波形 
振幅 

[mm] 

（簡易計算モデル－試験

結果）／試験結果 

（改良モデル－試験 

結果）／試験結果 

BCJ-L1 5 -99.90 14.09 

BCJ-L2 20 -50.65 -0.57 

 

 

図 3-17 エネルギー吸収量－時刻関係図：BCJ-L1、最大振幅 5mm 

 

 

図 3-18 図 3-17 の拡大図（時刻 50s から 55s） 
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3.4 まとめ 

本章では、粘弾性体ばねのモデル化の違いによるばね付オイルダンパーの 2 種類の解析

モデルについて述べ、試験結果と解析モデルを用いて計算した解析結果を比較することで、

提案する解析モデルの妥当性を確認した。 

まず 3.2 節において、ばね付オイルダンパーの解析モデルにおいて、粘弾性体ばねをば

ねモデルとしてモデル化した簡易計算モデルと粘弾性体ばねを Voigt モデルとしてモデル

化した改良モデルの数値計算方法について示した。 

次いで 3.3 節では、2.5 節で示したばね付オイルダンパーの試験結果と、上記の簡易計算

モデル、改良モデルの 2 種類のモデルと試験結果の変位波形を用いて計算した解析結果と

を比較した。エネルギー吸収量の内訳、誤差率において、全ての試験条件で改良モデルの

方が簡易計算モデルよりも試験結果に近い結果を示し、概ね±10%程度の精度であることを

確認した。よって、試験結果と解析結果の比較から、ばね付オイルダンパーの粘弾性体ば

ね部は線形ばねでなく、Voigt モデルによってモデル化をする方が、粘弾性体ばね部のエネ

ルギー吸収量を考慮でき、試験結果をより正確に模擬できることを示した。 
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4.1 はじめに 

本章では、実際に存在する工場建屋を模擬した 1 質点系モデルを用いて時刻歴応答解析

を行うことで、ばね付オイルダンパーの有効性を確認する。まず、4.2節において解析モデ

ルの諸元、解析条件について述べる。次いで 4.3 節では、解析結果とばね付オイルダンパ

ーの有効性を示す。 

4.2 解析条件、解析モデルの諸元 

解析モデルには実際に存在する 1層、床面積 8960m2の工場建屋を模擬した 1質点系モデ

ルを用いた。なお、モデル化は工場建屋の長辺方向のみとし、解析ソフトウェアは SNAP-

LE Ver.7 を用いた。また、時刻歴応答解析の計算方法は Newmark-β 法（β=0.25）とし、主

構造の構造減衰は瞬間剛性比例型（h=2%）とした。1 質点系モデルの諸元を表 4-1 に示す。

1 質点系モデルの復元力特性は標準トリリニアモデルとした。表 4-1 の剛性低減率 1、2 は

トリリニアモデルにおける 1 次剛性に対する 2 次、3 次剛性の低減率である。時刻歴応答

解析では、5 つの加速度波形を用いた。加速度波形の名称、最大速度、最大加速度を表 4-2

に示す。BCJ-L1、BCJ-L2 以外の観測波は最大速度 25cm/s、50cm/s に基準化し、BCJ-L1、

BCJ-L2 は原波形を用いて Lv. 1、Lv.2 での解析ケースとし、基礎部に加速度波形を入力し

た。それぞれの加速度波形の加速度－時刻関係を図 4-1 から図 4-5 に示す。解析モデルは

図 4-6に示す通り、補強なしのモデル（解析ケースの略称は NO）に加えて、補強ありのモ

デルとしてオイルダンパーと鋼材ブレースでそれぞれ 6 本ずつ合計 12 箇所補強する場合

（解析ケースの略称は ODS）、簡易計算モデルでモデル化したばね付オイルダンパー6本で

6 箇所補強する場合（解析ケースの略称は BODS）、改良モデルでモデル化したばね付オイ

ルダンパー6 本で 6 箇所補強する場合（解析ケースの略称は BODV）の 4 種類とする。ま

た、各補強部材は図 4-6で示している通り、モデルの質点に対して 45°の角度で取り付ける

こととした。ばね付オイルダンパーのモデル化は Maxwellモデル、線形ばね、Voigtモデル、

摩擦ダンパーのモデルの組み合わせによって行い、それぞれのモデルの諸元は表 4-3 の値

を用いた。なお、粘弾性体ばねの変位依存性については、考慮していない。鋼材ブレース

は軸変形要素のみ考慮したトラス要素としてモデル化し、ばね部ユニットの剛性、摩擦力

と概ね同程度の剛性、降伏荷重となる L-90×90×6 を用いることを想定した。復元力特性は、

鋼材ブレースの取付長が長く、細長比が 300 程度であるためバイリニアスリップ型とした

5、6)。なお、バイリニアスリップ型における降伏後の載荷時の剛性は初期剛性と同一とし

た。また、ODS、BODS、BODV のオイルダンパー、ばね付オイルダンパーには長さ調整

用として外径 267.4mm、厚さ 12.7mm の鋼管を用いることを想定し、鋼管を模擬した軸剛

性 272.08kN/mm のばねをそれぞれのモデルに直列につないでいる。それぞれの解析ケース

での複素固有値解析の結果を表 4-4に示す。 

表 4-4 の結果を見ると、補強ありモデルは補強なしモデルよりも固有周期が短く、減衰
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定数が大きくなっていることが確認できる。また、BODS、BODV の方が ODS よりも固有

周期が長いことが確認できる。これは、BODS、BODV では鋼管を模擬したばねをダンパ

ーのモデルに直列に接続したことで、1 質点系モデルに付加する剛性が ODS よりも小さく

なるためである。なお、改良モデル中の Voigt モデルの等価粘性減衰係数は 3.3.2 項の図 

3-14 中の式と表 4-4 の BODS の複素固有値解析の結果である 1 次固有周期を用いて算出し

た。 

 

表 4-1 1 質点系モデルの諸元 

質量 Mb [t] 1343.22 

高さ Hb [cm] 610 

剛性 Kb [kN/cm] 383.3 

降伏荷重 1 [kN] 2465.82 

第一降伏点での層間変形角 [rad] 1/95 

剛性低減率 1 0.714 

降伏荷重 2 [kN] 3137.97 

第二降伏点での層間変形角 [rad] 1/69 

剛性低減率 2 0.031 

 

表 4-2 入力波形一覧 

種類 名称 
最大加速度 

[cm/s2] 

最大速度 

[cm/s] 

観測波 

El Centro NS (1940) 341.7 33.66 

Taft EW (1952) 175.9 17.69 

八戸 NS (1968) 225.0 31.44 

模擬地震波 
BCJ-L1 (Artificial) 207.3 29.10 

BCJ-L2 (Artificial) 355.7 57.40 

 

  

図 4-1 加速度－時刻関係：El Centro NS (1940) 

-400

-200

0

200

400

0 10 20 30 40 50 60

加速度 [cm/s2]

時刻 [s]



第 4章 1質点系モデルを用いた時刻歴応答解析における剛性付加機能を有する 

オイルダンパーの有効性の検証 

65 

  

図 4-2 加速度－時刻関係：Taft EW (1952) 
 

  

図 4-3 加速度－時刻関係：八戸 NS (1968) 
 

  

図 4-4 加速度－時刻関係：BCJ-L1 
 

  

図 4-5 加速度－時刻関係：BCJ-L2 
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図 4-6 解析モデルと補強方法毎の解析ケース 

 

表 4-3 ばね付オイルダンパーの仕様 

ばね付 

オイルダンパー 

最大荷重 [kN] 750 

オイルダンパー 

最大荷重 [kN] 500 

最大速度 [mm/s] 500  

リリーフ荷重 [kN] 400 

リリーフ速度 [mm/s] 32 

一次減衰係数 [kNs/mm] 12.5 

二次減衰係数 [kNs/mm] 0.21 

剛性 [kN/mm] 140 

ばね部ユニット 

剛性 [kN/mm] 25 

減衰係数 [kNs/mm] 0.70 

摩擦力 [kN] 250 

 

表 4-4 複素固有値解析の結果 

解析ケース 固有周期 [s] 減衰定数 [%] 

NO 1.176 0.02 

ODS 0.347 0.147 

BODS 0.406 0.195 

BODV 0.399 0.213 
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4.3 解析結果 

1 質点系モデルを用いた時刻歴応答解析の結果として、各解析ケースにおける最大層間

変形角を表 4-5 に、最大絶対応答加速度を表 4-6 に示す。また、BCJ-L2 波入力時のエネル

ギー吸収率の内訳を表 4-7 に、層せん断力－層間変形角関係を図 4-7 に示し、BCJ-L1、

BCJ-L2 入力時の長さ調整用の鋼管部材を含むダンパー部材の荷重－変位関係を図 4-8 に示

す。なお、図 4-8 に関して、BCJ-L1 では BODS と BODV のばね付オイルダンパーの荷重

－変位関係の重ね描きを示し、BCJ-L2 では ODS のオイルダンパーと BODV のばね付オイ

ルダンパーの荷重－変位関係の重ね描きを示す。 

表 4-5 の最大層間変形角の比較において、補強後では、全ての解析ケースでの最大層間

変形角が補強前に比べて大幅に軽減できていることが確認できる。補強後のケースの中で

比較すると、最大層間変形角は概ね同程度であることが確認できるものの、周波数成分に

よる影響が比較的小さく、変位応答スペクトルが固有周期とともにほぼ単調に増加する特

徴をもつ BCJ-L2 入力時の結果において、ばね付オイルダンパーを用いた BODS と BODV

での層間変形角が ODS のものより小さくなっていることが確認できる。また、Lv.1、Lv.2

の多くの解析ケースにおいて、BODVの応答値は ODSのものより小さいことが確認できる。

しかし、BODSでは、ODSよりも Lv.1の全ての解析ケースにおいて層間変形角が大きいこ

とがわかる。BODS と BODV で比較すると、特に Lv. 1 の解析ケースでは、Voigt モデルに

よって粘弾性体ばね部のエネルギー吸収能力を考慮した改良モデルを用いた BODV の層間

変形角の方が BODS の層間変形角よりも全ての解析ケースにおいて小さくなっていること

が確認できる。表 4-6 の最大絶対応答加速度の比較において、補強前に比べて補強後では

応答加速度が増加していること、補強後の解析ケース ODS、BODS、BODV の応答加速度

は概ね同じ値であることが確認できる。また、BODS と BODV での応答加速度の比較では、

全ての解析ケースにおいて、BODV の方が BODS よりもわずかに小さい値となっているこ

とが確認できる。表 4-7 のエネルギー吸収率の内訳において、BODS と BODV の解析ケー

スでは、ODS の解析ケースと比べて Maxwell モデルでのエネルギー吸収率が小さくなって

いることがわかる。図 4-7 の ODS と BODS および BODV の層せん断力－層間変形角関係

を比較すると、ODS では、筋違部材のバイリニアスリップ型の復元力特性の影響で BODS

および BODV よりも第二象限、第四象限の層せん断力が小さく、エネルギー吸収量が小さ

いことが確認できる。図 4-8の BCJ-L1入力時のばね付オイルダンパーの荷重－変位関係を

見ると、ばね付オイルダンパーを粘弾性体ばねの減衰特性を考慮した改良モデルでモデル

化した BODV の方が、BOVS よりも粘性の影響によって生じる荷重が大きいことが確認で

きる。BCJ-L2 のオイルダンパーとばね付オイルダンパーの荷重－変位関係の重ね描きでは、

ばね付オイルダンパーは通常のオイルダンパーと比較して生じる荷重、エネルギー吸収量

が大きいことが確認できる。なお、ばね付オイルダンパーの粘弾性体ばね部のモデル化を

簡易計算モデル、改良モデルとした場合において、Lv. 2 の解析ケースでは応答値にあまり
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大きな差が見られなかった。また、それぞれの補強部材を用いて 6 箇所ずつ補強すること

を仮定したため、補強箇所の合計は ODS では 12箇所、BODS と BODV では 6箇所となり、

ばね付オイルダンパーを用いることによって補強後の建物の性能を向上させつつも補強箇

所を少なくできることがわかる。 

 

表 4-5 各解析ケースの最大層間変形角 [rad] 

Lv. 入力波形 
解析ケース 

NO ODS BODS BODV 

1 

El Centro 1/63 1/279 1/213 1/254 

Taft 1/72 1/272 1/228 1/263 

Hachinohe 1/78 1/559 1/527 1/565 

BCJ-L1 1/52 1/287 1/255 1/310 

2 

El Centro 1/35 1/82 1/92 1/98 

Taft 1/46 1/85 1/84 1/89 

Hachinohe 1/33 1/205 1/211 1/221 

BCJ-L2 1/17 1/98 1/107 1/118 

 

表 4-6 各解析ケースの最大絶対応答加速度 [cm/s2] 

Lv. 入力波形 
解析ケース 

NO ODS BODS BODV 

1 

El Centro 239.17 279.19 287.97 275.51 

Taft 225.77 283.28 281.91 271.86 

Hachinohe 212.81 217.13 204.07 197.65 

BCJ-L1 240.91 273.97 272.73 259.89 

2 

El Centro 248.75 279.19 395.22 387.20 

Taft 244.36 411.20 408.27 401.56 

Hachinohe 255.76 299.84 288.01 284.70 

BCJ-L2 261.11 390.69 368.27 354.89 

 

表 4-7 エネルギー吸収率の内訳：BCJ-L2 [%] 

種類*1 
解析ケース 

NO ODS BODS BODV 

Ed/Ei 26.64 3.94 6.88 7.69 

Em/Ei - 91.19 83.56 74.0 

Es/Ei 72.89 4.05 0.005 0.004 

Ev/Ei - - - 11.21 

Eh/Ei - - 9.55 7.19 

ただし、Ei：入力エネルギー、Ed：構造減衰による吸収エネルギー、Em：Maxwell モデ

ルによる吸収エネルギー、Es：ばねモデルによる吸収エネルギー、Ev： Voigtモデルによる

吸収エネルギー、Eh：摩擦ダンパーによる吸収エネルギーである。 
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(a) NO (b) ODS 

  

(c) BODS (d) BODV 

図 4-7 層せん断力－層間変形角関係：BCJ-L2 

 

  
(a) BCJ-L1 (b) BCJ-L2 

図 4-8 ダンパー部材の荷重－変位関係  
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4.4 まとめ 

本章では、実在する工場建屋を模擬した 1 質点系モデルを用いて時刻歴応答解析を行う

ことで、粘弾性体ばねの減衰特性の有無による 2 種類のばね付オイルダンパーの解析モデ

ル化によるモデルの応答値への影響とばね付オイルダンパーの有効性を確認した。 

まず 4.2節において、解析モデルの諸元、解析条件について示した。 

次いで、4.3節では補強を行わない場合（NO）、オイルダンパーと鋼材ブレースを用いて

補強を行った場合（ODS）、ばね付オイルダンパーを用いて補強を行い、ばね付オイルダ

ンパーを簡易補強モデルとしてモデル化した場合（BODS）、ばね付オイルダンパーを改良

モデルとしてモデル化をした場合（BODV）の 4つの解析結果を示した。ばね付オイルダ

ンパーの粘弾性体ばね部のモデル化を簡易計算モデル、改良モデルとした場合において、

Lv. 2の解析ケースでは応答値にあまり大きな差が見られないことを確認した。また、それ

ぞれの補強部材を用いて 6箇所ずつ補強することを仮定したため、補強箇所の合計は ODS

では 12箇所、BODSと BODVでは 6箇所となり、ばね付オイルダンパーを用いることに

よって補強後の建物の性能を向上させつつも補強箇所を少なくできることを確認した。 

また、Lv 2 の解析ケースにおいて、ばね付オイルダンパーを簡易計算モデル、改良モデ

ルにした場合の応答値が概ね同等であることから、安全側かつ設計検討を簡略化するため

に簡易計算モデルを用いることは合理的であると考えられる。 
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5.1 はじめに 

本章では、耐震診断基準等の構造耐震指標（Is 値）、保有水平耐力に係わる指標（q 値）

に基づく静的評価法において、ばね付オイルダンパーの減衰による応答低減効果を簡易的

に評価する方法を示す。まず、5.2 節において建物モデルの諸元について述べる。次いで

5.3 節では、ばね付オイルダンパーの減衰による応答低減効果を考慮した換算 Is値、換算 q

値の算出方法を示す。5.4 節では 5.2 節で示した建物モデルにばね付オイルダンパーを用い

た場合のフレームモデルの換算 Is値、換算 q 値を算出し、時刻歴応答解析の結果と比較す

ることで、提案する手法で算出した換算 Is値、換算 q値の妥当性を確認する。 

5.2 建物モデルの諸元と耐震指標 

文献(1)で示されている鉄骨造体育館のモデル建物をベースに倉庫を用途とする建物モデ

ルの作成を行った。建物モデルは 1 層であり、桁行方向は筋違構造、梁間方向は山形ラー

メンの架構である。梁間方向のスパンは 16mであり、桁行方向は 1スパン 5.8mの 10スパ

ンとした。また、軒高は 6.5m で、棟高さは 9.3m である。屋根伏図を図 5-1 に、軸組図を

図 5-2、図 5-3に示す。 

 

 

図 5-1 屋根伏図 

 

 

図 5-2 梁間方向軸組図 
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図 5-3 桁行方向軸組図 

 

建物モデルを構成する部材は表 5-1 に示す通りであり、使用材料は表 5-2 の通り SS400

とした。建物の固定荷重表を表 5-3 に示す。また、柱、梁部材の仕上げ重量は単位面積あ

たり 0.1kN とした。なお、モデル作成、重量計算には SNAP-LE Ver.7 を使用し、屋根の重

量は面荷重として表 5-3 の値を入力し、壁の重量は表 5-3 の値に壁の面積を乗じて求めた

重量の半分を梁の長さで除すことで算出した等分布荷重として梁部材に入力した。作成し

たフレームモデルを図 5-4 に示しまた、このモデルを標準モデルとする。作成した解析モ

デルの質量は 159.11tである。本章では、ばね付オイルダンパーで補強した建物における換

算 Is値、換算 q 値を算出する方法を示すため、桁行方向のみを検討対象とする。筋違部材

は山形鋼であり、細長比が大きいため筋違の引張耐力だけを考慮する。また、筋違部材は

保有耐力接合とする。 

 

表 5-1 部材リスト 

部材種別 記号 形鋼 

柱 C1 H-340×250×9×14 

大張（梁間方向）G1 H-340×250×9×14 

大張（桁行方向）B1 H-300×150×6.5×9 

筋違 L-60×60×5 

 

表 5-2 使用材料と材料強度 

使用材料 材料強度 F [N/mm2] 

SS400 235 

 

表 5-3 固定荷重 

部材名 構成部品 部品ごとの重量 [kN/m2] 合計重量 [kN/m2] 

屋根 波型鉄板 0.075 

0.64 [kN/m2] 

木毛板下地 0.145 

母屋 0.07 

鉄骨 0.30 

その他 0.05 

妻面上層壁 妻面仕上げ 0.490 
0.685 [kN/m2] 

妻面下地 0.195 

上層壁 1.0 [kN/m2] 
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図 5-4 フレームモデル図：標準モデル 

 

フレームモデルの保有水平耐力を算出するために荷重増分解析を行った。解析ソフトウ

ェアは SNAP-LE Ver.7 を用いた。なお、解析モデルの柱脚はピン構造とし、仕口は剛接合

として接合部パネルゾーンは剛域とした。屋根面は剛床と仮定し、水平力による屋根面の

捩れについては考慮しないこととした。柱部材の曲げ耐力は軸力による曲げ耐力の変動を

考慮した MN モデルとし、せん断耐力は単軸バネモデルとして計算した。梁部材は単軸バ

ネモデルとして曲げ耐力、せん断耐力を計算した。筋違部材は軸変形要素のみ考慮したト

ラス要素としてモデル化し、圧縮方向の耐力を 0 とし、引張方向の耐力は筋違材の断面積

と材料強度を乗じた値を用いた。荷重増分解析では層間変形角が 1/20 [rad]に達するまで解

析を行い、層の質量と層間変形角から計算した層に対して重力により引き起こされる転倒

モーメントと等価になる水平力を層の重心位置に加えることによって P－Δ効果を考慮し

ている 29、30)。荷重増分解析の結果として荷重－変位関係を図 5-5 に示す。降伏点は、全て

の筋違部材が降伏したステップとし、安全限界は全ての梁部材の両端に塑性ヒンジが生じ

たステップとした。降伏点、安全限界時の塑性率分布図を図 5-6、図 5-7に示す。図 5-5の

荷重－変位関係から、標準モデルの安全限界時の設計クライテリアを層間変形角 1/30rad

と設定する。また、標準モデルの Is値および q値は以下の通りとなる。Is値、q値算出時の

保有水平耐力は文献(1)にならい、筋違部材が降伏する降伏点時の荷重とした。靭性指標𝐹

については、保有耐力接合である山形鋼が水平力を負担するため、3.3とした。また、剛性

率および偏心率によって決まる係数𝐹𝑒𝑠、地震地域係数𝑍は 1 とした。よって、標準モデル

の Is値は 0.90、q 値は 1.09 であるため、地震の振動および衝撃に対して倒壊し、または崩

壊する危険性が低いと考えられる。（文献(1) Is≧0.6かつ q≧1.0の場合より） 
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図 5-5 フレームモデルの荷重－変位関係：標準モデル 

 

 

図 5-6 塑性率分布図：降伏点 

※図中の赤四角記号は筋違部材にはたらく引張力によって生じる塑性ヒンジを示し、赤ア

スタリスク記号は筋違部材にはたらく圧縮力による塑性ヒンジであり数値は塑性率を示し

ている。 

 

 

図 5-7 塑性率分布図：安全限界 

※図中の赤丸記号は梁部材にはたらく曲げによって生じる塑性ヒンジを示し、数値は塑性

率[降伏時のステップ数]を示している。赤四角記号、赤アスタリスク記号に関しては図 5-6

の注釈と同じ意味であるため省略する。 
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𝑬𝟎 =
𝑸𝒖𝑭

𝑾𝑨
=

𝟒𝟐𝟓. 𝟕𝟒 × 𝟑. 𝟑

𝟏𝟓𝟔𝟎. 𝟑𝟒 × 𝟏. 𝟎
= 𝟎. 𝟗𝟎 

 

𝑰𝒔 =
𝑬𝟎

𝑭𝒆𝒔𝒁𝑹𝒕
=

𝟎. 𝟗𝟎

𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎
= 𝟎. 𝟗𝟎 

 

𝒒 =
𝑸𝒖

𝟎. 𝟐𝟓𝑭𝒆𝒔𝑾𝑨𝒁𝑹𝒕
=

𝟒𝟐𝟓. 𝟕𝟒

𝟎. 𝟐𝟓 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏𝟓𝟔𝟎. 𝟑𝟒 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎
= 𝟏. 𝟎𝟗 

 

ただし、𝐸0：耐震性能を表す指標、𝑄𝑢：保有水平耐力 [kN]、𝐹：部材・接合部の塑性変

形性能から層、方向別に決まる靭性指標、𝑊：建物の質量 [kN]、𝐴：層せん断力の高さ方

向分布で、建築基準法施行令に準ずる、𝐼𝑠：構造耐震指標、𝐹𝑒𝑠：剛性率および偏心率によ

って決まる係数𝐹𝑒𝑠＝𝐹𝑠𝐹𝑒、𝐹𝑠：層間変形角から求めた剛性率によって決まる係数、𝐹𝑒：耐

力および質量分布の平面上の非対称性が大きい場合の偏心率によって決まる係数、𝑍：地

震地域係数で、建築基準法施行令に準ずる、𝑅𝑡：振動特性係数で、建築基準法施行令に準

ずる、𝑞：保有水平耐力に係わる指標である。 

 

作成した図 5-4 のフレームモデルに加速度波形を入力することで時刻歴応答解析を実施

した。解析ソフトウェアは SNAP-LE Ver.7 を用いた。また、時刻歴応答解析の計算方法は

Newmark-β 法（β=0.25）とし、主構造の構造減衰は瞬間剛性比例型（h=2%）とした。解析

モデルの柱脚はピン構造とし、仕口は剛接合として接合部パネルゾーンは剛域とした。屋

根面は剛床と仮定し、水平力による屋根面の捩れについては考慮しないこととした。なお、

剛床仮定した屋根面の層の高さは 7620mm である。柱部材の曲げ耐力は軸力による曲げ耐

力の変動を考慮した MN モデルとし、せん断耐力は単軸バネモデルとして計算した。柱部

材の復元力特性に関して、曲げは MN モデル、せん断はバイリニアスリップ型とした。梁

部材は単軸バネモデルとして曲げ耐力、せん断耐力を計算した。梁部材の復元力特性に関

して、曲げは剛性低減型 A（通常バイリニア）とし、せん断はバイリニアスリップ型とし

た。筋違部材は圧縮方向の耐力を 0 とし、引張方向の耐力は筋違材の断面積と材料強度を

乗じた値を用いた。筋違部材の軸力の復元力特性はバイリニアスリップ型とした。なお、

降伏後の載荷時の剛性は初期剛性と同一とした。時刻歴応答解析では、5 つの加速度波形

を用いた。加速度波形の名称、最大速度、最大加速度を表 5-4 に示す。なお、加速度波形

は図 4-1 から図 4-3、図 4-5 に示しているため、ここでは再掲しない。加速度波形の BCJ-

L2 以外の観測波は最大速度 50cm/s に基準化し、BCJ-L2 は原波形を用いて Lv. 2 での解析

ケースとし、基礎部に加速度波形を入力した。今回は大地震発生時の応答値を確認するた

め、Lv. 2相当の加速度波形を入力する解析のみ実施した。 
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表 5-4 入力波形一覧 

種類 名称 
最大加速度 

[cm/s2] 

最大速度 

[cm/s] 

観測波 

El Centro NS (1940) 341.7 33.66 

Taft EW (1952) 175.9 17.69 

八戸 NS (1968) 225.0 31.44 

模擬地震波 BCJ-L2 (Artificial) 355.7 57.40 

 

時刻歴応答解析の結果として各加速度波形入力時の最大層間変形角を表 5-5 に、最大絶

対応答加速度を表 5-6 に示す。また、El-Cento NS (1940)入力時の塑性率分布図を図 5-8 に、

代表 1 本の筋違部材の荷重－変位関係を図 5-9 に示し、層の層せん断力－層間変形角関係

を図 5-10に示す。 

表 5-5を見ると、最大層間変形角は El-Cento NS (1940)入力時の 1/51であることが確認で

きる。荷重増分解析実施時の降伏点の層間変形角は 1/443 であるため、層の塑性率は 8.69

と大きい値になっているが、これは水平力を負担する筋違の剛性が標準モデル全体の剛性

の大部分を占めており、筋違降伏後の標準モデルの変形量が大きくなるためである。また、

図 5-8 の塑性率分布図を見ると、いくつかの梁部材と筋違部材が降伏していることが確認

できる。なお、最大塑性率は梁部材で約 1.5であり、筋違部材は約 8.9である。よって、標

準モデルの耐震性能に関しては、Lv.2 の解析ケースでの最大層間変形角が安全限界時の設

計クライテリア 1/30 以下であるため、地震の振動および衝撃に対して倒壊し、または崩壊

する危険性が低いと考えられる。また、図 5-9 の筋違部材の荷重－変位関係を見ると、引

張方向の荷重のみを負担するバイリニアスリップ型の履歴曲線を示していることが確認で

きる。図 5-10 の層の層せん断力－層間変形角関係を見ると、筋違部材のバイリニアスリッ

プ型の履歴曲線をラーメン構造の剛性分傾けたような履歴曲線であることがわかる。 

 

表 5-5 各解析ケースの最大層間変形角：Lv.2 [rad] 

El Centro Taft Hachinohe BCJ-L2 

1/51 1/61 1/98 1/70 

 

表 5-6 各解析ケースの最大絶対応答加速度：Lv.2 [cm/s2] 

El Centro Taft Hachinohe BCJ-L2 

398.29 375.33 328.53 360.54 
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図 5-8 塑性率分布図：El Centro 

 

 

図 5-9 筋違部材の荷重－変位関係：El Centro 

 

 

図 5-10 層せん断力－層間変形角関係：El Centro 
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5.3 換算 Is値、換算 q 値の簡易算出方法 

本節では、限界耐力計算法の建築物に生じる加速度が減衰によって低減されるという考

えに基づき、応答スペクトルに対する減衰補正係数 Fh と類似した意味を持つ係数 Dh を算

出し、算出した低減係数の逆数を構造耐震指標（Is 値）、保有水平耐力に係わる指標（q 値）

に乗ずることで減衰効果を考慮した換算 Is値、換算 q 値を簡易的に算出する方法を提案す

る。なお、本論文では Dhを応答低減係数と呼称する。換算 Is値、換算 q値を算出する方法

を示したフローチャートを図 5-11 に示す。フローチャートに沿って応答低減係数 Dh の算

出方法を説明する。①補強前後のフレームモデルの安全限界時の等価剛性を荷重増分解析

から計算し、ばね付オイルダンパーによって付加される剛性を求める②剛性増加量に比例

した減衰係数が加算されると考え、加算された減衰係数を元に減衰定数を式(5-1)28)によっ

て算出する③求めた減衰定数を基に式(5-2)8)によって応答低減係数 Dh を求める。また、式

(5-3)、式(5-4)のようにばね付オイルダンパーの減衰係数はオイルダンパーと粘弾性体ばね

部の減衰係数を足し合わせたものとしており、オイルダンパーの剛性および取付長さ調整

用の鋼管の剛性、振動数の影響による減衰係数の変動を考慮している。また、オイルダン

パーの減衰特性はバイリニアであるため、減衰係数 cod は、図 5-12 のように等価リニアと

して置換したものを用いる 8)。なお、ばね部ユニットの摩擦機構については荷重増分解析

実施時に建物モデルの保有水平耐力が摩擦力分上昇しさらに、靭性指標による評価から建

物モデルの Is 値が増加しており摩擦力によって建物モデルの耐力とエネルギー吸収能力が

向上することを既に考慮しているため、別途評価は行わない。 

 

 

図 5-11 換算 Is値、換算 q 値の算出方法のフローチャート 

 

𝒉𝒃𝒐𝒅 =
𝒄𝒃𝒐𝒅

𝟐√𝒎𝒌
 (5-1) 

ただし、ℎ𝑏𝑜𝑑：ばね付オイルダンパーによってフレームモデルに付加される減衰定数、

𝑐𝑏𝑜𝑑：ばね付オイルダンパーの減衰係数 [kN･s/m]、𝑚：フレームモデルの質量 [t]、𝑘：フ

レームモデルの補強後の剛性 [kN/m]である。 

     

①補強後の剛性増加量の算出

②剛性増加量に応じた減衰係数が加

算されるとし、減衰定数を算出

③減衰による応答低減係数Dhの算出

④Is値、q値に応答低減係数Dhの

逆数を乗ずることで換算Is値、換算q値を算出

END
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𝑫𝒉 = √
𝟏 + 𝟐𝟓𝒉𝟎

𝟏 + 𝟐𝟓𝒉𝒆𝒒
 (5-2) 

ただし、ℎ0：初期減衰、ℎ𝑒𝑞：等価減衰である。 

 

𝒄𝒃𝒐𝒅 =
𝒄𝒐𝒅

′ + 𝒄𝒃

𝟏 + ({𝒄𝒐𝒅
′ + 𝒄𝒃}𝝎/𝒌𝒑)

𝟐 (
𝒌𝒆𝒒𝒓 − 𝒌𝒆𝒒

𝒌𝒆𝒒𝒓
) (5-3) 

ただし、𝑐𝑜𝑑
′：剛性、振動数の影響を考慮したオイルダンパーの減衰係数 [kN･s/m]、

𝑐𝑏：粘弾性体ばねの減衰係数 [kN･s/m]、𝜔：円振動数 (= 2𝜋𝑓) [rad/s]、𝑘𝑝：長さ調整用鋼管

の剛性 [kN/m]、𝑘𝑒𝑞𝑟：ばね付オイルダンパーで補強を行ったフレームモデルの安全限界時

の等価剛性 [kN/m]、𝑘𝑒𝑞：補強前のフレームモデルの安全限界時の等価剛性 [kN/m]である。 

 

𝒄𝒐𝒅
′ =

𝒄𝒐𝒅

𝟏 + (𝒄𝒐𝒅𝝎/𝒌𝒐𝒅)𝟐
 (5-4) 

ただし、𝑐𝑜𝑑：オイルダンパーの減衰係数 [kN･s/m]、𝑘𝑜𝑑：オイルダンパーの剛性 [kN/m]

である。 

 

𝑰𝒔𝒅 =
𝟏

𝑫𝒉
𝑰𝒔 (5-5) 

ただし、𝐼𝑠𝑑：換算 Is値である。 

 

𝒒𝒅 =
𝟏

𝑫𝒉
𝒒 (5-6) 

ただし、𝑞𝑑：換算 q値である。 

 

 

図 5-12 減衰特性の置換  
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5.4 換算 Is値、換算 q 値の妥当性の確認 

5.2 節で示した標準モデルは既に Is値 0.6 以上かつ q 値 1.0 以上のため、地震の振動およ

び衝撃に対して倒壊し、または崩壊する危険性が低いと考えられる。よって、図 5-4 に示

した標準モデルの筋違の設置個所を 4 箇所から 2 箇所にした筋違削減モデルにばね付オイ

ルダンパーを用いて補強を行うことを想定し、換算 Is値、換算 q 値を算出する。筋違削減

モデルのフレームモデル図を図 5-13に示す。また、筋違削減モデルの Is値および q値は以

下の通りとなる。なお、Is値、q 値算出時の保有水平耐力は荷重増分解析の結果から算出し

ており、解析の条件は標準モデルと同じであるため省略する。筋違削減モデルの Is 値は

0.47 であり、q 値は 0.57 である。よって、筋違削減モデルの耐震性能の判定については地

震の振動および衝撃に対して倒壊し、または崩壊する危険性があると考えられる。（文献

(1) 0.3≦Is<0.6かつ 0.5≦q<1.0の場合より） 

 

 

図 5-13 フレームモデル図：筋違削減モデル 

 

𝑬𝟎 =
𝑸𝒖𝑭

𝑾𝑨
=

𝟐𝟐𝟐. 𝟗𝟖 × 𝟑. 𝟑

𝟏𝟓𝟔𝟎. 𝟑𝟒 × 𝟏. 𝟎
= 𝟎. 𝟒𝟕 

 

𝑰𝒔 =
𝑬𝟎

𝑭𝒆𝒔𝒁𝑹𝒕
=

𝟎. 𝟒𝟕

𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎
= 𝟎. 𝟒𝟕 

 

𝒒 =
𝑸𝒖

𝟎. 𝟐𝟓𝑭𝒆𝒔𝑾𝑨𝒁𝑹𝒕
=

𝟐𝟐𝟐. 𝟗𝟖

𝟎. 𝟐𝟓 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏𝟓𝟔𝟎. 𝟑𝟒 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎
= 𝟎. 𝟓𝟕 
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表 5-7 の仕様のばね付オイルダンパーを使用して補強を行うことを想定する。ばね付補

強モデルのフレームモデル図を図 5-14 に示し、ばね付補強モデルの固有値解析の結果を表 

5-8 に示す。また、固有値解析実施時のばね付オイルダンパーのモデルは粘弾性体ばね部

の減衰を考慮していない簡易モデルとした。表 5-8 には参考として標準モデルと筋違削減

モデルの結果も示している。また、固有値解析実施時の各部材の減衰は初期剛性比例型の

2%とした。なお、ばね付オイルダンパーの最大荷重と剛性は筋違部材の降伏荷重と剛性と

ほぼ等しくなるように設定した。また、粘弾性体ばね部の減衰係数は表 5-8 の固有値解析

の結果と 3.3.2 項の図 3-14 内の数式を用いて算出した。本章では、Lv.2 の解析ケースでの

応答値について言及しているが、粘弾性体ばね部の減衰を考慮して応答低減係数 Dhを算出

するため、ばね付オイルダンパーの解析モデルは粘弾性体ばねの減衰を考慮した改良モデ

ルとした。筋違削減モデルと筋違削減モデルにばね付オイルダンパーを用いて補強したば

ね付補強モデルの荷重増分解析における荷重－変位関係を図 5-15 に示す。安全限界時の設

計クライテリアに関しては、筋違削減モデル、ばね付補強モデルと標準モデルで若干の誤

差はあるが、概ね同等であるため全てのモデルの安全限界時の設計クライテリアは層間変

形角 1/30radとする。また、ばね付補強モデルの Is値および q値は以下の通りとなる。なお、

Is値、q 値算出時の保有水平耐力は荷重増分解析の結果から算出しており、解析の条件は標

準モデルと同じであるため省略する。ばね付補強モデルの Is値は 0.62 であり、q 値は 0.75

である。よって、ばね付補強モデルの耐震性能の判定については地震の振動および衝撃に

対して倒壊し、または崩壊する危険性があると考えられる。（文献(1) 0.3≦Is<0.6かつ 0.5≦

q<1.0の場合より） 

 

表 5-7 ばね付オイルダンパーの仕様 

ばね付 

オイルダンパー 

最大荷重 [kN] 150 

オイルダンパー 

最大荷重 [kN] 100 

最大速度 [mm/s] 500 

リリーフ荷重 [kN] 80 

リリーフ速度 [mm/s] 64 

一次減衰係数 [kNs/mm] 12.5 

二次減衰係数 [kNs/mm] 0.46 

剛性 [kN/mm] 55 

ばね部ユニット 

剛性 [kN/mm] 10 

減衰係数 [kNs/mm] 0.35 

摩擦力 [kN] 50 
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図 5-14 フレームモデル図：ばね付補強モデル 

 

表 5-8 複素固有値解析の結果 

解析ケース 固有周期 [s] 減衰定数 [%] 

ばね付補強 0.387 0.17 

標準 0.360 0.02 

筋違削減 0.500 0.02 

 

 

 

図 5-15 フレームモデルの荷重－変位関係：筋違削減モデル、ばね付補強モデル 
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𝑬𝟎 =
𝑸𝒖𝑭

𝑾𝑨
=

𝟐𝟗𝟑. 𝟔𝟑 × 𝟑. 𝟑

𝟏𝟓𝟔𝟎. 𝟑𝟒 × 𝟏. 𝟎
= 𝟎. 𝟔𝟐 

 

𝑰𝒔 =
𝑬𝟎

𝑭𝒆𝒔𝒁𝑹𝒕
=

𝟎. 𝟔𝟐

𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎
= 𝟎. 𝟔𝟐 

 

𝒒 =
𝑸𝒖

𝟎. 𝟐𝟓𝑭𝒆𝒔𝑾𝑨𝒁𝑹𝒕
=

𝟐𝟗𝟑. 𝟔𝟑

𝟎. 𝟐𝟓 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏𝟓𝟔𝟎. 𝟑𝟒 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎 × 𝟏. 𝟎
= 𝟎. 𝟕𝟓 

 

Is値、q 値にばね付オイルダンパーの減衰効果による応答低減係数の逆数を乗じた換算 Is

値、換算 q 値を式(5-1)から式(5-6)を用いて算出する。算出した結果を表 5-9 に示す。ばね

付オイルダンパーの減衰を考慮することにより、換算 q 値は 1.0 以上になることがわかる。 

 

表 5-9 応答低減係数 Dhの算出 

M [t] 159.11 

keq [kN/m] 2313 

keqr [kN/m] 2587 

cod [kN･s/m] 334 

kod  [kN/m] 55000 

cod’ [kN･s/m] 331.45 

cb [kN･s/m] 332 

kp [kN/m] 100000 

cbod [kN･s/m] 69.63 

hbod 0.054 

h0 0.02 

heq 0.074 

Dh 0.725 

1/Dh 1.38 

Is 0.62 

q 0.75 

Isd 0.86 

qd 1.04 

 

筋違削減モデルとばね付補強モデルに加速度波形を入力することで時刻歴応答解析を実

施した。解析条件は標準モデルを用いた解析と同じであるため省略する。時刻歴応答解析

の解析結果として各加速度波形入力時のそれぞれのモデルの最大層間変形角を表 5-10 に、

最大絶対応答加速度を表 5-11 に示す。また、エネルギー吸収率の内訳を表 5-12 に示し、

BCJ-L2 入力時の各モデルの層せん断力－層間変形角関係を図 5-16 に示す。表 5-10 を見る

と、筋違削減モデルの最大層間変形角は 1/38rad であり、ばね付補強モデルでは 1/105rad



第 5章 剛性付加機能を有するオイルダンパーを用いた建物の換算 Is値、換算 q値 

86 

であることがわかる。それぞれのモデルの安全限界時の設計クライテリアは 1/30rad と設

定しているため、それぞれのモデルの最大層間変形角は設計クライテリア以下であること

がわかる。しかし、筋違削減モデルの最大層間変形角は設計クライテリアと近い値である

ことや、今回選定した加速度波形は地盤特性による増幅率などを考慮していないことから、

筋違削減モデルは地震の振動および衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性はあると考

えられ、Is値、q 値による耐震性能の判定と概ね対応していると考えられる。ばね付補強モ

デルの Is 値、q 値を比較すると、ばね付補強モデルの応答低減係数を考慮した換算 Is 値は

0.89、換算 q 値は 1.08 であり、標準モデルの Is値は 0.90、q 値は 1.09 であり概ね近い値と

なっている。観測波入力時におけるフレームモデルの応答値はフレームモデルの固有周期

の違いによって大きく結果が異なることがあるため、周波数成分による影響が比較的小さ

く、変位応答スペクトルが固有周期とともにほぼ単調に増加する特徴をもつ BCJ-L2 波の

最大層間変形角を見てみると、ばね付補強モデルでは 1/110rad、標準モデルでは 1/70radと

ばね付補強モデルの方が大幅に小さい値となっていることがわかる。また、観測波の加速

度波形入力時の最大層間変形角に関して、ばね付補強モデルの方が標準モデルよりも全体

的に小さい応答値となっていることから、応答値が Is 値、q 値と対応していないことが考

えられる。しかしこれは、ばね付補強モデルの換算 Is 値、q 値を算出する際に、オイルダ

ンパーのバイリニア特性を簡易的に等価リニアとして置換しており、オイルダンパーの減

衰による応答低減効果を過小評価しているためであると考えられる。よって、オイルダン

パーの減衰特性の評価方法によって換算 Is値、換算 q 値の値は変動することが考えられる

が本評価法は、ばね付オイルダンパーの減衰特性による応答低減効果を静的評価法として

簡易的かつ安全側に考慮できるものとして提案している。表 5-11 の各モデルの最大絶対応

答加速度を見てみると、ばね付補強モデルは標準モデルよりも最大絶対応答加速度が小さ

いことが確認できる。また、筋違削減モデルでは、筋違部材を含むフレームモデルに生じ

る層せん断力が小さいため、最大絶対応答加速度も小さいことが考えられる。表 5-12 のエ

ネルギー吸収量の内訳を見ると、ばね付補強モデルでは入力エネルギーの大部分をばね付

オイルダンパーが吸収していることが確認できる。図 5-16 の層せん断力－層間変形角関係

を見ると、筋違削減モデル、標準モデルでは筋違部材のバイリニアスリップの復元力特性

が顕著である履歴曲線であることが確認でき、ばね付補強モデルでは筋違部材にばね付オ

イルダンパーが加わったことで、特に第二象限、第四象限においてエネルギー吸収量が増

加していることが確認できる。 

 

表 5-10 各解析ケースの最大層間変形角 [rad] 

 筋違削減 ばね付補強 標準 

El Centro 1/54 1/119 1/51 

Taft 1/40 1/105 1/61 

Hachinohe 1/59 1/273 1/98 

BCJ-L2 1/38 1/110 1/70 
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表 5-11 各解析ケースの最大絶対応答加速度 [cm/s2] 

 筋違削減 ばね付補強 標準 

El Centro 265.93 312.76 398.29 

Taft 306.58 323.58 375.33 

Hachinohe 255.78 268.70 328.53 

BCJ-L2 315.37 317.75 360.54 

 

表 5-12 エネルギー吸収率の内訳：BCJ-L2 [%] 

種類*1 
解析ケース 

筋違削減 ばね付補強 標準 

Ed/Ei 10.63 3.70 11.09 

Em/Ei - 60.86 - 

Es/Ei 89.20 5.34 88.87 

Ev/Ei - 9.15 - 

Eh/Ei - 20.56 - 

ただし、Ei：入力エネルギー、Ed：構造減衰による吸収エネルギー、Em：Maxwell モデ

ルによる吸収エネルギー、Es：ばねモデルによる吸収エネルギー、Ev： Voigtモデルによる

吸収エネルギー、Eh：摩擦ダンパーによる吸収エネルギーである。 

 

   

(a) 筋違削減モデル (b) ばね付補強モデル (c) 標準モデル 

図 5-16 層せん断力－層間変形角関係：BCJ-L2 
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5.5 まとめ 

本章では、耐震診断基準等の構造耐震指標（Is 値）、保有水平耐力に係わる指標（q 値）

に基づく静的評価法において、ばね付オイルダンパーの減衰による応答低減効果を考慮す

る方法を示した。 

まず、5.2節において建物モデルの諸元や耐震性能について述べた。 

次いで 5.3 節では、ばね付オイルダンパーの減衰による応答低減効果を考慮した換算 Is

値、換算 q値の簡易的な算出方法を示した。 

5.4 節では 5.2 節で示した建物モデルの筋違部材を削減した場合、削減した建物モデルに

ばね付オイルダンパーを用いて補強を行った場合のフレームモデルの換算 Is 値、換算 q 値

を算出し、上記 2 種類のフレームモデルと 5.2 節で示したフレームモデルを用いた時刻歴

応答解析の結果との比較を行った。ばね付オイルダンパーの減衰による応答低減効果を考

慮した換算 Is 値、q 値に関しては過小評価していると考えられるものの、各モデルの応答

値と各指標による評価は概ね対応しており、ばね付オイルダンパーの減衰特性による応答

低減効果を耐震診断基準等の各指標に基づく静的評価法として簡易的かつ安全側に考慮す

る方法としては有効であることを示した。 
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本研究では温度変化によるせん断剛性の性能変動が限りなく小さい低損失粘弾性材料と

鋼板を組み合わせたせん断抵抗ばねと摩擦機構を直列に結合したものをオイルダンパーに

並列に配置して組み合わせたばね付オイルダンパーを提案し、旧耐震基準によって設計さ

れた鉄骨造の工場や倉庫を用途とするような剛性が低い建物を補強する場合では、従来の

ブレース材とオイルダンパーを併用して補強する場合に比べて補強箇所の削減、補強部材

のコストの削減が期待できることを示した。以下に各章で得られた知見を要約して記す。 

 

第 2 章では、ばね付オイルダンパーの構成と単体性能試験の結果について示し、ばね付

オイルダンパーの基本特性や各種依存性、繰り返し耐久性を確認した。オイルダンパーの

オイルを抜いた状態でばね付オイルダンパーの試験を行うことで、粘弾性体ばねと摩擦機

構を組み合わせたユニットであるばね部ユニットの単体の性能を確認した。様々な周期の

正弦波を用いた試験を行うことで、ばね部ユニットが設計値に近い性能を示していること、

振幅や速度の影響によって性能が大きく変動しないことを確認し、大地震発生時を想定し

た繰り返し入力や日常風レベル程度の小振幅での振動や中小地震を想定した繰り返し入力

による耐久性試験を行うことで、ばね部ユニットの耐久性が十分であることを確認した。

また、ランダム波による加振を行い、地震波のようなランダム波入力時においてばね部ユ

ニットが円滑に作動することを確認した。試験機の仕様に合わせて性能を調整したばね付

オイルダンパーの性能試験では、ばね付オイルダンパー全体としての性能を確認した。剛

性付加という目的で用いている粘弾性体の減衰によるエネルギー吸収量は日常風レベル程

度の小振幅での振動や中小地震相当の振動では、ばね付オイルダンパー全体の 10%から

30%のエネルギー吸収量を占めていることを確認した。 

 

第 3 章では、粘弾性体ばねのモデル化の違いによるばね付オイルダンパーの 2 種類の解

析モデルについて述べ、試験結果と解析モデルを用いて計算した解析結果を比較すること

で、提案する解析モデルの妥当性を確認した。 

エネルギー吸収量の内訳、誤差率において、全ての試験条件で粘弾性体ばねの減衰特性

を考慮した改良モデルの方が粘弾性体ばねの減衰特性を考慮していない簡易計算モデルよ

りも試験結果に近い結果を示し、概ね±10%程度の精度であることを確認した。よって、試

験結果と解析結果の比較から、ばね付オイルダンパーの粘弾性体ばね部を線形ばねでなく、

Voigt モデルによってモデル化した改良モデルの方が、粘弾性体ばね部のエネルギー吸収量

を考慮でき、試験結果をより正確に模擬できることを示した。 

 

第 4 章では、実在する工場建屋を模擬した 1 質点系モデルを用いて時刻歴応答解析を行

うことで、ばね付オイルダンパーの解析モデル化の違いによる 1 質点系モデルの応答値へ

の影響とばね付オイルダンパーの有効性を確認した。ばね付オイルダンパーの粘弾性体ば

ね部のモデル化を簡易計算モデル、改良モデルとした場合において、Lv. 2 相当の加速度波



結論 

92 

形入力時では応答値にあまり大きな差が見られないことを確認した。よって、Lv 2 の解析

ケースにおいて、安全側かつ設計検討を簡略化するために簡易計算モデルを用いることは

合理的であると考えられる。 

また、それぞれの補強部材を用いて 6 箇所ずつ補強することを仮定したため、補強箇所

の合計は ODS では 12箇所、BODSと BODVでは 6箇所となり、ばね付オイルダンパーを

用いることによって補強後の建物の性能を向上させつつも補強箇所を少なくできることを

確認し、ばね付オイルダンパーを用いることで、従来のブレース材とオイルダンパーを併

用して補強する場合に比べて補強箇所の削減、補強部材のコストの削減が期待できること

を示した。 

 

第 5 章では、耐震診断基準等の構造耐震指標（Is 値）、保有水平耐力に係わる指標（q 値）

に基づく静的評価法において、ばね付オイルダンパーの減衰による応答低減効果を考慮す

る方法を示した。ばね付オイルダンパーの減衰による応答低減効果を考慮した換算 Is値、q

値に関しては過小評価していると考えられるものの、各モデルの応答値と各指標による評

価は概ね対応していることを確認し、ばね付オイルダンパーの減衰特性による応答低減効

果を耐震診断基準等の各指標に基づく静的評価法として簡易的かつ安全側に考慮する方法

としては有効であることを示した。 

 

本研究では、工場や倉庫を用途とする建物に対して有効であるばね付オイルダンパーを

開発した。オイルダンパーやばね部ユニットの仕様を変更することは可能であり、温度変

化による性能変動が小さい剛性、減衰を備えた制振装置は今後、他の用途にも有効に活用

することが可能であると考えられる。 
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付録 1. 低損失粘弾性材料の温度依存性、振動数依存性について 

低損失粘弾性材料の温度毎の貯蔵弾性率、損失弾性率、複素弾性率、損失係数を付図 1

に、振動数毎の各特性を付図 2に示す 26)。 

付図 1から、制振部材の動的加振条件に関する適用範囲である温度 10℃から 30℃におい

て貯蔵弾性率、損失係数の変動が小さいことが確認できる。特に制振部材の剛性に大きく

影響する貯蔵弾性率は先程述べた範囲における変動が極めて小さいことが確認できる。ま

た、付図 2 から、建築物の振動数として想定される 0.25Hz から 10Hz 程度の範囲において

各特性の変動が小さいことが確認できる。 

 

 

付図 1 低損失粘弾性材料の温度毎の特性 

 

 

付図 2 低損失粘弾性材料の周波数毎の特性 
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付録 2. 剛性付加機能を有するオイルダンパーと他の制振部材との比較 

オイルダンパー、粘性ダンパー、粘弾性ダンパー、鋼材ダンパーは一般的に使用されて

いる制振部材である。剛性付加機能を有するオイルダンパー（ばね付オイルダンパー）と

これらの制振部材のメリット、デメリットを付表 1に示す。 

鋼材ダンパーは風居住性レベルなどの微小振幅での振動や中小地震レベルでの制振効果

については弾性範囲での挙動となるため、期待できない。 

粘性ダンパー、粘弾性体ダンパーは高分子加工物を用いているため、温度変化によって

性能が変動する。よって、季節による気温の変化や繰り返し使用時のデバイスの高温化な

どを考慮して設計を行う必要がある。 

ばね付オイルダンパー、オイルダンパーは他の制振部材と比較すると、微小振幅から大

振幅まで安定した制振効果が期待でき、温度変化による性能変動や繰り返し振動による性

能の劣化がほとんどないため、様々な状況下で使用することが可能であるといえる。 

 

付表 1 制振部材のメリット、デメリット 

 
ばね付 

オイルダンパー 

オイル 

ダンパー 

粘性 

ダンパー 

粘弾性 

ダンパー 

鋼材 

ダンパー 

基本 

特性 

減衰タイプ 粘性、履歴減衰型 粘性減衰型 粘性減衰型 粘性減衰型 履歴減衰型 

減衰特性 速度、変位依存型 速度依存型 速度依存型 
速度、 

変位依存型 
変位依存型 

減衰機構 機械加工、材料依存 機械加工 材料依存 材料依存 材料依存 

減衰抵抗 
乱流抵抗、せん断抵抗、

摩擦履歴 
乱流抵抗 粘性抵抗 せん断抵抗 塑性履歴 

材料 
オイル、 

シリコン化合物、鋼材 
オイル 高分子化合物 各種化合物 鋼材 

形状 角形 円筒形 円筒形、壁型 
円筒形、 

壁型、面形 

筒型、壁型 

角形、パネル形 

制振 

効果 

風居住性レベル ◎ ○ △ ○ × 

中小地震レベル ◎ ◎ ◎ ◎ △ 

稀に発生する 

地震レベル 
◎ ◎ ◎ ◎ ○ 

極めて稀に発生

する地震レベル 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

耐衝撃 ○ △ △ ○ △ 

コスト 
装置コスト ○ ○ ○ △ ◎ 

骨組みコスト低減 ◎ ○ ○ ○ ○ 

制約 
平面計画上 △ △ × △ △ 

施工計画上 ○ ○ △ ○ ○ 

実績 
建築分野 ○ ○ ○ ○ ○ 

機械分野 × ◎ △ △ × 

独立性 
メーカー依存性 × ○ ○ ○ ○ 

メーカー限定 × ○ △ × ○ 

その他 

（各種

特性） 

温度依存性 ○ ○ × × ○ 

疲労特性 ○ ○ ○ △ × 

繰り返し使用性 ○ ○ ○ △ × 

性能再現性 ○ ○ △ △ ○ 

メンテナンスフリー ○ ○ ○ ○ ○ 
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